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Ⅲ．ソ連の工業化・集団化期の農民大移動

（１ 課題・分析方法と前史）

１ 本稿の課題
前稿１）では，ソ連の工業化・農業の「集団化」期を従来の「社会主義建設

期」とする見方に立つのではなく，「資本の本源的蓄積」（原蓄）期と捉える

べきだとした。その上で，『資本論』の「原蓄論」の確認を踏まえて，「資本

の本源的蓄積」を解明する２つの「骨組み」，すなわち，（i）「資本関係」が

いかにして成立したか，（ii）「本源的資本」なるものがいかに形成されるか

を取り出して論ずることとした。ただ，行論の都合上（i）は後回しにして，

まず（ii）を，ソ連の工業化期における生産手段蓄積と労働力形成・「陶冶」

の特徴，そして「資本のもとへの労働の包摂」の矛盾的展開を中心にして述

べた。

そこで本稿では（i）について取り組むわけだが，前稿で『資本論』に依

拠して述べたように，資本関係成立の核心をなすのは「労働者を自分の労働

諸条件の所有から分離する過程」２）であって，歴史的過程として「わけても画

期的なのは，人間の大群が突如としてかつ暴力的にその生活維持手段から引

き離され，鳥のように自由なプロレタリアとして労働市場に投げ出される瞬

間である。農村の生産者である農民からの土地収奪が，この全過程の基礎を

なしている」３）。そして，このマルクスの叙述がソ連においてはどのように現

れたのか，その特徴の解明が本稿の課題となる。

ソ連では工業化期（ここでは１９２０年代末からの二つの五カ年計画期を念

頭においている）に，工業をはじめ非農業部門の就業人口が急増したこと，

それにより都市人口が急膨張したのはすでによく知られている。また，この

変化の大部分が農村からの人口移動によってまかなわれたことも誰も否定す

１）拙稿「『資本の本源的蓄積』とソ連／ロシア（上）」『桃山学院大学経済経営論集』
第５７巻第３号，２０１６年３月。

２）『資本論』Ⅰ,S.７４２.（邦訳は資本論翻訳委員会訳『資本論』，新日本出版社刊を
「上製版」と略称して用いる。上製版Ⅰb，１２１９頁。）

３）『資本論』Ⅰ,S.７４４.（上製版Ⅰb，１２２１頁。）
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るところではなかった。ただ，こうした「労働者階級」の急成長がどのよう

にもたらされたのか，労働力の供給源であった農村から人々は実際にどのよ

うにして都市や工業中心地へ移住したのかという点は，従来きちんとした解

明はなされてこなかったといえよう。

もとより，農民が農村から都市に出て農業とは違う仕事に労働者として従

事するようになるというのは，個々のそうした人物に即して考えただけでも

さまざまな理由・原因（いわゆるプッシュ・プル要因のさまざまなスペクト

ラム）があるだろう。だが，ここで問題にしたいのは，そういった近代の工

業化にどこでも遍在的に観察されうる事情の考察ではなくて，もちろん，ま

ずソ連の歴史的特有の問題であり，それが本源的蓄積たるものかどうかとい

う問題である。パラフレーズすれば，同時期に工業化とあたかも一対をなす

かのように発進した農業の集団化はどのような性格と実態をもっていたの

か，そして，集団化と農民の大規模な農村から都市への移住との間にどのよ

うな関係があるのかを解明することが不可欠だ，ということである。しか

し，農業の集団化の「実相」とそのソ連史上の「意味」の解明が，独特の困

難をかかえていたのは周知のことであろう。すなわち，ソ連の集団化は，当

時のスターリン体制によって，１９１７年の十月革命に匹敵する革命，「上から

の革命」とよばれた。というのも，「この革命の独自性は幾百万の農民大衆

の下からの支持のもとで，国家権力のイニシアティヴにより，上から行われ

たという点にある」４）と規定されたためである。つまりは，「上からの革命」

規定は，スターリン体制を社会主義建設の正道として正統化し権威づけるも

のとされたのであり，このような解釈がソ連の歴史学においてソ連崩壊まで

基本的に維持されてきたのである。こうした事情から容易に推察できるよう

に，「集団化史はソ連史のなかでとりわけ権力の規制が厳しい研究領域で

あった」５）。もちろん，ソ連の国内外で，そうした困難をおして史資料の制約

４）１９３８年のいわゆる『党史小教程』，ただし溪内謙「ソヴィエト史における『伝
統』と『近代』」（岩波書店『思想』１９９６年，No.８６２），８頁からの孫引き。

５）溪内，同上。
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のもとでもなしとげられた今日なお優れた価値を有する先駆的研究はある

（本稿もそれらに学び依拠している）。とはいえ，やはりソ連崩壊にともなう

「アーカイヴス革命」とも呼ばれる，極秘文書をはじめとする従来アクセス

が不可能もしくはきわめて限定されていた史資料が公開されるようになった

ことで，その後も紆余曲折があるとはいえ，ようやく本格的な解明の道に立

てたのは間違いないところであろう６）。本稿では，こうしたソ連崩壊後の

「アーカイヴス革命」を踏まえた研究に大いに依拠するのは当然だが，それ

以前の先駆的研究がしばしば厳しい制約のなかでかえって解明すべき問題の

核心を鮮明に提起できている場合もあり，こうした研究にも積極的に学ぶこ

とが重要である。

２ 工業化・集団化期の人口動向─統計資料に基づく概観
まず，統計資料によりながら，工業化期における労働者，農民および人口

にかかわるいくつかのポイントを確認しよう。

工業化が農業をはじめいわゆる第一次産業の就業人口を減らし，また就業

人口総体に占める比重を低下させ，これに代わるように工業をはじめ第二次

産業の数と比重を増大させるのは周知のことである。表１に示すように，ソ

連では１９２６年と１９３９年の十有余年の間に，農業はその就業者数を１２００万

超減らし，一方工業化の主役たる工業，建設などの部門は合わせて１７００万

増加させた。就業人口全体に占める比重も一方は８割から５割近くへ低下さ

せ，他方は１割に満たない水準から４分の１を超える高さになった。また，

非農業の諸部門の動向をみると（表２），第１次五カ年計画に対応する１９２８

年-１９３２年で伸び率が非常に高いのが分かる。この傾向は大工業の従業員構

６）「アーカイヴス革命」のプロセスと様相については，デイヴィスの邦訳本『ペレ
ストロイカと歴史像の転換』（富田武，下斗米伸夫，永綱憲悟，広岡直子，鈴木
義一訳，１９９０年，岩波書店）および『現代ロシアの歴史論争』（内田健二，中嶋
毅訳，１９９８年，岩波書店）と論文「ソヴィエト史の未来」『思想』１９９６年，No.
８６２を参照。また，旧体制の崩壊が歴史の冷静で客観的な研究の可能性を開いた
だけではなく，新たな可能性を閉ざしかねない傾向も強まるなどジグザグをとも
なっている点についてはさらに上掲溪内論文を参照のこと。
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１９２８年 １９３２年 １９３７年 １９４０b）年

工業c） ４３３９ ９３７４ １１６４１ １３０７９
建設 ８１８ ２４５８ １８７７ １９９３
運輸と通信 １３９７ ２３７０ ３１３９ ４００９
商業 ６０６ ２２２３ ２５５１ ３３５１
科学，教育，文化芸術 ８４７ １５１２ ２４８９ ３２１３
保健 ３９９ ６６９ １１２７ １５１２
信用と国家保険 ９５ １２８ １９３ ２６７
国家および経済の管理行政機関，
自主的組織（党・労働組合など） １０１０ １６５０ １４８８ １８３７

住宅と公共事業 １５８ ７１１ １１０２ １５１６
家事労働と日雇い労働 ８０９ ３４２ ２４６ ・・・
その他 ４０ ８３ ９９ １６６
合計 １０５１８ ２１５２０ ２５９５２ ３０９４３

［表２］非農業部門の就業人口a）の変化
（単位千人）

（注）a）年平均在籍数，b）１９３９年と１９４０年にソ連に合併した新領土を一部含む。
c）企業の経営および管理の要員を含めるが，建物や設備の大修繕，もしくは住宅建設や公共
事業，文化その他の活動に従事するものは工業企業の構成員であったとしても差し引いてい
る。
（出所）R. W. Davies, Mark Harrison, Stephen G. Wheatcroft（eds.）, The Economic
Transformation of the Soviet Union,１９１３-１９４５, Cambridge, 1994, pp. 280-281．（一部
改編および省略して作成。）

１９２６年（A） １９２６年（B）
（総数に対する
割合，％）

１９３９年（A）
（総数に対する
割合，％）

農業 ７１．７ ６１．６（８０．８％） ４８．２（５２．３％）
工業，建設，運輸 ６．３ ６．３（ ８．３％） ２３．６（２５．６％）
その他非農業 ５．３ ５．３ １５．３
小計 ８３．３ ７３．２ ８７．１
年金受給者，失業者その他 ２．９ ２．９ ５．０
就業人口総数 ８６．２ ７６．１ ９２．１

［表１］就業人口の変化（１９２６年と１９３９年）
（単位百万人）

（注）農業のデータ（A）は農業に従事している家族を次のように含んでいる。１０-１５歳の子ども
１１．８百万人，退職年齢（女性５５歳，男性６０歳）を超える男女６．２百万人。１９３９年センサス
は１５歳以上の子どもと退職年齢未満の女性だけを含んでいる。農業データ（B）は，１９３９年セ
ンサスと比較のために，データ（A）から男女６．２百万人と，１９３９年には就学者数が増加するこ
とを考慮して恣意的に１０-１５歳の子どもの３分の１とを差し引いたものである。「その他非農
業」は，商業と信用，社会および文化活動と行政，自由業，臨時労働，家事労働その他，軍務を
含む。
（出所）R. W. Davies, Mark Harrison, Stephen G. Wheatcroft（eds.）, The Economic
Transformation of the Soviet Union, １９１３-１９４５, Cambridge, 1994, p. 277．（一部改編
および省略して作成。）
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成（表３）でも同様であるが，１９３３年には労働者の増加数の停滞が看取され

る。これはのちにも触れるが，飢饉と食糧危機などのために都市の居住規制

が強化され，農村からの人口流入を制限したことが影響していよう。ただ，

第１次五カ年計画期ほどの急激な伸びはないものの，１９３４年からは回復し

増加基調になった。

１９２９年（％） １９３１年 １９３２年 １９３３年 １９３４年

労働者 ２６５６（８２．８） ３８９９（７８．６） ４７０３（７４．３） ４６７６（７３．１） ４９６６（７７．４）
見習い １３３（ ４．１） ３５３（ ７．１） ５６８（ ９．０） ４６３（ ７．２） ２７４（ ４．３）
補助労働者 １３２（ ４．１） １９２（ ３．９） ２７８（ ４．４） ３３６（ ５．３） ３４５（ ５．４）
小計 ２９２１（９１．１） ４４４４（８９．６） ５５４９（８７．７） ５４７５（８５．６） ５５８５（８７．１）
職員 １８９（ ５．９） ３２６（ ６．６） ４８６（ ７．７） ５４３（ ８．５） ４３６（ ６．８）
技師・技術者 ９７（ ３．０） １９３（ ３．９） ２９１（ ４．６） ３７７（ ５．９） ３９２（ ５．１）
合計 ３２０７（１００．０）４９６３（１００．０）６３２６（１００．０）６３９５（１００．０）６４１３（１００．０）

［表３］大工業の従業員構成
（各年１月１日現在，単位千人（％））

（出所）R. W. Davies, Crisis and Progress in the Soviet Economy １９３１-１９３３, The
Industrialisation of Soviet Russia ４, Basingstoke, 1996, p. 540．（一部改編および省略し
て作成。）

（a） 都市人口
の割合
（％）

（b） 都市人口
の割合
（％）

（c）

全人口 都市人口 全人口 都市人口 全人口

１９２６年 １４７．０ ２６．３ １７．９ １４７．０ ２６．３ １７．９ １４８．５
１９２９年 １５４．３ ２７．６ １７．９ １５３．４ ２８．３ １８．４ １５４．７
１９３３年 １６５．７ ４０．３ ２４．３ １６２．９
１９３７年 １６３．８ ４６．６ ２８．４ １６２．５
１９３８年 １６７．１ ５０．０ ２９．９ １６５．５
１９３９年 １７０．６ ５６．１ ３２．９ １６８．５
１９３９年 １９０．７＊ ６０．４＊ ３１．７ １８８．８＊＊

［表４］工業化期の都市化の進展
（単位百万人）

（原注）（a）Sotsialisticheskoe stroitel’stvo SSSR. Statisticheskii ezhegodnik . M., 1936,
s. 542;（b）Naselenie SSSR. １９８７, s. 8;（c）Andreev E. M., Darskii L. E., Khar’kova T. L.
Naselenie Sovetskogo Soyuza . M., 1993, s. 118.
* １９３９年９月１７日以降のソ連領土内。
** １９４６-１９９１年のソ連領土内。
（出所）Anatolii Vishnevskii, Serp i Rubl ’. M., 1998, s. 86.
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非農業部門の就業人口の増大が，都市人口の増大，都市化（urbanizatsia）

につながっていくのは容易に理解できる。工業化の始まり頃（１９２９年）に

は３０００万に満たなかった都市人口は，その十年後には５０００万を超えて，全

人口に占める都市人口の割合も３割超となった（表４）。１９２６年と１９３９年の

人口センサスの間でみると約３０００万増加したわけだが，この人口の増加は

いったいどこからやってきたのだろうか。まず思い当たるのが都市自身の出

生率の高まりによる人口増（自然増estestvennyi prirost）だろう。しかし，

この時期都市のその比率はさして高くなく，農村部の方が一貫してより高い

比率であった。ただし，都市と農村どちらも出生率は低下傾向にあって（第

１次世界大戦による大量死亡が影響していよう），農村部のそれがとくに著

しい（表５）。結局，人口論の観察によれば，「都市人口を補充する重要な源

泉となったのは，その機械的増加（mekhanicheskii prirost）であった。都

市居住地への農村人口の流入は工業化の最初の諸年においても生じた」７）。

１９２６年と１９３９年の間に，農村から都市への移住による人口の機械的増加分

は１８５０万，人口増加全体の６２％以上を占めた。農村から都市への人口の大

きな流入は第１次五カ年計画期に生じたが，その中でも１９３１年と１９３２年が

とくに大きかった（表６）。この２年間で，ソ連全体として６７６５．６千人（約

６７７万人）の都市人口の増加があった８）。

７）V. B. Zhiromskaia（otvet. red.）, Naselenie Rossii v XX veke, Istoricheskie
Ocherki , V 3-kh t. T. 1 1900-1939, M., 2000, s. 224.

８）Ibid., s. 225.

出生率（％）

都 市 農 村 全 体

１９１３年 ３７．２ ４６．８ ４５．６
１９２６年 ３４．７ ４５．６ ４３．７
１９２８年 ３０．２ ４５．０ ４２，２
１９３２年 ２７．０ ３２．２ ３１．０
１９３５年 ２４．６ ３２．２ ３０．１

［表５］ロシア／ソ連の出生率（１９１３年-１９３５年）

（出所）V. B. Zhiromskaia（otvet. red.）, Naselenie Rossii v XX veke Istoricheskie
Ocherki , V 3-kh t. T. 1 1900-1939, M., 2000, s. 223.
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ところで，ここまでの人口の変化は人口の移動をいわば静態的にとらえた

結果を示したものである。実際の人口の移動は，農村から都市への一方的な

運動ばかりでなく，逆向きの運動も規則的な往復運動もあるし，あるいは都

市間での転入転出の動きもあるだろう。こうした人口の運動をより動態的に

描き出すことは簡単なことではない。表７は都市への転入と転出，そしてそ

の差し引きを都市への「定住」として示したものである。この表は，引用元

の説明にあるように，「各年の移住数は二重計算をこうむっており，また実

際に生じたよりもずっと大きく都市への定住数を示している」９）。こうした欠

９）R. W. Davies, Mark Harrison, S. G. Wheatcroft（eds.）, The Economic Transformation
of The Soviet Union,１９１３-１９４５, Cambridge UP, 1994, p. 69.

要 因 人口（単位百万人） 割合（％）

機械的増加 １８．５ ６２．５
自然増 ５．３ １７．９
農村居住地の都市への再編による ５．８ １９．６
増加全体 ２９．６ １００

［表６］ソ連の都市人口増加の要因（１９２６-１９３９年）

（出所）V. B. Zhiromskaia（otvet. red.）, op.cit., s. 229.

（１）
都市への転入

（２）
都市からの転出

（１）-（２）
都市への定住

１９２８年 ６４７７ ５４１５ １０６２
１９２９年 ６９５８ ５５６６ １３９２
１９３０年 ９５３４ ６９０１ ２６３３
１９３１年 １０８１０ ６７１０ ４１００
１９３２年 １０６０５ ７８８６ ２７１９
１９３３年 ７４１６ ６６４４ ７７２
１９３４年 １１８５６ ９４０４ ２４５２
１９３５年 １３７３２ １１１７６ ２５５６
合 計 １７６８６

［表７］工業化期の農村・都市間人口移動
（単位千人）

（出所）R. W. Davies, Mark Harrison, S. G. Wheatcroft（eds.）, op.cit., p. 69.
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陥をもってはいるが，この時期の農村・都市間人口移動のダイナミズムをイ

メージするのに一定の意味があろう。１９２９-１９３２年の第１次五カ年計画期，

とくに１９３１年および１９３２年の高潮，１９３３年の落ち込み，そして第２次五

カ年計画期の回復がよくみてとれる。

３ 集団化と農民移動─集団化の本質と分析方法論をめぐって
本稿は当該問題の研究史を主題とするものではないが，いかなる研究にも

影響の程度に差はあっても先行研究が存在する。行論でそれらに依拠して学

びつつ議論を進め，時に批判的に言及していくのはもちろんである。まずこ

こでは，議論に取りかかるために必要と思われる研究をいくつかにしぼって

紹介し，分析の方法論ないし視角レベルでの本稿との関係を要約的に明らか

にする。

（１）フィッツパトリックの「エクソダス」研究

すでに述べたように，本稿はソ連の工業化・農業「集団化」期を「資本の

本源的蓄積」（原蓄）期と捉え，『資本論』の「原蓄論」を踏まえて，「資本

の本源的蓄積」の歴史的過程としてエポックメーキングをなす「人間の大群

が突如としてかつ暴力的にその生活維持手段から引き離され，鳥のように自

由なプロレタリアとして労働市場に投げ出される瞬間」１０）がソ連においては

どのように現れたのか，その特徴の解明を課題としている。より具体的に

は，ソ連史のこの時代に農村から都市へ農民の大規模な移動がいかにして，

なぜ起きたのかの解明といってよい。フィッツパトリックの研究１１）は，この

ような問題関心に呼応した希有な例（他にもあるかもしれないが）ではない

だろうか。そこでまず彼女の研究をとりあげて，その骨格を紹介し，本稿と

の関係を述べることにする。

１０）『資本論』ⅠS.７４４．（上製版Ⅰb，１２２１頁。）
１１）Sheila Fitzpatrick, ‘The Great Departure Rural-urban migration in the Soviet

Union, 1929-33’, in William G. Rosenberg and Lewis H. Siegelbaum（eds.）, Social
Dimensions of Soviet Industrialization , Indiana University Press, 1993.
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フィッツパトリック論文では，本文の前付けとして上に引用した『資本

論』部分が前後をふくめ掲げられている１２）。その上で，本文冒頭でこのマル

クスが想像した過程と非常に似たことが「１９３０年代初めのソ連で集団化と

工業化の副産物として実際に生じた」と述べる。ただ，彼女はこの過程は本

源的蓄積であっても「社会主義的原始蓄積」であったとし，「あらゆる点で

マルクスが資本主義的蓄積がそうであったと描いているのと同じように苦痛

をともなうものとなった」とする１３）。この時期の蓄積を「社会主義的」本源

的蓄積と捉えるのは本稿の趣旨からは首肯しえないが，彼女はこの研究で社

会主義か否かを争った論旨を展開しているわけではないので，追及せず脇に

置くことにする。フィッツパトリックは，この大規模な農民の農村からの流

出を「ソ連の社会史に顕著なエピソード」であるとして，旧約聖書「出エジ

プト記」にならって「エクソダス」と名づける。にもかかわらず，西側とソ

連の研究者は少数の例外のほかはほとんど注意を払ってこなかった。「たし

かに，都市史や労働史の専門家は第１次五カ年計画期の主要なテーマとして

都市への農民の流入と工業労働力を認識してはいた。だが，農民と集団化の

歴史家たちはそれをだいたい無視しており，それでソ連の集団化の大きな逆

説のひとつ，すなわち，それが農民をコルホーズに駆り立てただけではな

く，農村から追い立てるものであったという逆説を見失っている」と批判す

る１４）。

フィッツパトリックはここでの研究を「第１次五カ年計画期の農民の離村

（peasant departure）にかかわる３つの主要な問題」についておこなうとし

ている。すなわち，第一に，集団化の諸局面における国家の政策的対応（工

業労働者の募集をめぐる中央の官僚機構の対立，クラーク清算とその強制移

住への対応，農民の都市移住を制限する旅券制度の導入など）である。第二

１２）Sheila Fitzpatrick,Ibid.,p.15．英語版は現行ドイツ語版『資本論』とやや異なった
叙述となっている。念のために一部を仮訳しておこう。「人間の大群が突如とし
てかつ暴力的にその生活維持手段から引き離され，自由で『拘束されていない』
プロレタリアとして労働市場に投げ出される瞬間」。

１３）Ibid．
１４）Ibid., p.１６.
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は，離村の数量的側面を明らかにする試みである。ここでは「農民が離村を

決心する〈プッシュ〉と〈プル〉の諸要因」とそのグラデーションを考慮し

ながら，集団化と出稼ぎの関係，クラーク清算の規模と清算された者たちの

「工業労働力化」の規模を論じている。第三は，離村経験の質的側面にかか

わる問題である。ここでは「農民生活と農村からの離脱に関連した経験の多

様性（と，しばしば曖昧さ）」１５）を表現するための質的な記述として４つの

「離村の様式（modes of departure）」をとりだしている。ただし，これら

は「〈プッシュ〉と〈プル〉のいろいろな割合と〈プッシュ〉要因のいろい

ろな程度をふくんでいる離村の様式となりうるひとつのシリーズ」１６）であっ

て４つのパターンしかないというものではない。それらは，①〈プル〉の側

の終点に位置するものとして工業と都会に引きつけられた「自発的離村」，

②〈プッシュ〉，ただしあからさまな強制やクラーク清算と直接にかかわら

ないもの，③〈プッシュ〉，クラークとして収奪されたあとに村から消え去

るもの，④〈プッシュ〉，OGPU（国家政治保安部）によって労働収容所な

どへ非自発的に移住させられたもの，である１７）。なお，この第三の問題につ

いては自著『スターリンの農民』「第３章 エクソダス（Exodus）」において

より詳しく叙述していて，農民の都市への移動にかかわる「より詳細」と

「数量的次元」については前掲論文の参照を指示しており１８），両者でワン

セットと考えるということであろう。以上がこの論文の骨格であるが，その

個別具体的内容は今後必要に応じて行論で言及される。

次に本稿との関係如何という点について述べよう。

本稿はソ連のこの時代の大規模な農民移動を原蓄の端的な表れと捉えよう

とするものである。その意味で，フィッツパトリックが，マルクスの指摘し

たのと非常に似たことがソ連で起きたとする着眼は共通している。そこで次

１５）Ibid., p.２５.
１６）Ibid., p.２６.
１７）Ibid., pp.26-27.
１８）Sheila Fitzpatrick, Stalin’s Peasants Resistance & Survival in the Russian

Village After Collectivization, NewYork, 1994, p.344 n.

「資本の本源的蓄積」とソ連／ロシア（下）-１ １９１



に問題となるのが，「集団化の逆説」，すなわち集団化が「農民をコルホーズ

に駆り立てただけではなく，農村から追い立てるものであったという逆説」

をどのように解明するかということである。だが，彼女自身のこの指摘にも

かかわらず，「逆説」の本質とメカニズムは説得的に明らかにされていると

はいえない。たしかに，農民が村を出る離村の様々な態様は，集団化の客観

的過程とそれに反応しての農民の行動が４つのパターンを典型とした一連の

スペクトラムをなす「様式」として整理されている。しかし，このような整

理だけでは，たとえそこに集団化過程での「クラーク清算」という国家権力

のむきだしの暴力行使が重要な標識としてふくまれているとしても，「集団

化の逆説」の現象的平面的理解にとどまるものではないだろうか。フィッツ

パトリックは『スターリンの農民』の中で次のようにもいっている。「どれ

だけの離村農民が工業の〈プル〉に影響を受けたのか，どれだけが集団化の

〈プッシュ〉によってかを正確に推定することは不可能である。革命，内戦，

ネップの後で再び工業の職が開放されるならば，多くの農民が町へ出て働く

ために，いかなる状況にあっても村を離れることになるのは何の疑いもな

かっただろう。町で仕事にありつけるなら，多くの若者や貧しい農民は機会

とよりよい生活を求めていつでも村を離れた」１９）。離村の理由を「正確に推

定すること」はもとより不可能なことは明らかである。だがこれでは，ソ連

において農業集団化期という特定の歴史的期間にどうして大規模な農民移動

が生じたかについて説得的な説明にはならないだろう。エクソダスを生み出

した「集団化の逆説」が解明されないままに，歴史現象の整理と工業化（近

代化）過程での農村からの労働力流出（人口移動）という一般論に解消され

たかのようである。

フィッツパトリックがソ連においても非常によく似たものを見いだしたマ

ルクスの「原蓄論」では，「鳥のように自由な労働者」が労働市場に投げ出

されたのは「暴力的にその生活維持手段から引き離され」たことにこそ起因

すると述べている。『資本論』のつづく叙述をふまえてこれをパラフレーズ

１９）Fitzpatrick,Ibid., p.86.
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すれば，伝統的に農民にとって生活と生業の様式であった「小農民的経営」

が（囲い込みによる土地の収奪などをとおして）破壊されたために農民は農

村から投げ出されたといえよう。すなわち，「原蓄論」では「小農民経営」

の破壊がまず〈プッシュ〉の根本要因として掴まれているのである。ソ連の

集団化でも実際に起きたのは「小農民経営」の破壊であり，それを通じて一

方では農民をコルホーズに駆り立て，他方では農村外に追い立てるという

「集団化の逆説」を生じせしめたのである。すなわち，なぜ大移動＝エクソ

ダスという〈プッシュ〉（この場合〈ビッグプッシュ〉というべきか）が生

じたのかは，まず「小農民経営」の破壊という集団化の本質の把握に立って

考察しなければならないのである。ただし，ソ連ではイギリスで起きたよう

な仕方で農民から土地収奪がおこなわれたわけではない。マルクスがつとに

警告しているように，土地収奪の歴史とそのあり方は「国が違えば違った色

合いをもっており，この歴史がさまざまな段階を通る順序も歴史上の時代も

国によってさまざまである」２０）。つまり，重要なことはソ連の独特のあり方

を把握し，そこからエクソダスを生み出した「逆説」のメカニズムを析出す

ることである。それこそが本稿の課題であるが，以下ではまず前提的理解と

して，ソ連の集団化にいたる過程とそれが小農民経営の破壊に結果する論理

を略述しておこう。

（２）集団化と「小農民経営」の破壊

ソ連の集団化の本質とその歴史的意味を，緻密極まりない実証と鋭く透徹

した分析によって解明したのは溪内謙のスターリン体制の成立にかんする一

連の浩瀚な研究であろう。しかし，その全体をトレースすることは今は及ぶ

ところではない。ここではただ，著者がその積年の研究の「細部をできるだ

け本質的部分に凝縮し，根幹部の思考展開を浮彫しようと」２１）した『上から

の革命』に拠りながら，しかも本稿に須要と思われる部分だけを（著者の深

２０）『資本論』Ⅰ,S.７４４.（上製版Ⅰb，１２２１頁。）
２１）溪内謙『上からの革命』（岩波書店，２００４年），４頁。
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い思索をきちんとトレースするのではなく大雑把な）図式的に摘記するよう

な形にとどまるが，集団化の本質を検討していこう。また，同書が時期的に

カバーしていない１９２９年末からの集団化の全面的展開期以降については，

本稿の研究に際して学び参照した文献に依拠している。

農業の集団化それ自体は，社会主義建設の基本方針としてすでに以前から

提起されていた２２）。しかし，それは長期の歴史的過程を必要とするもので，

その間小農民経営が農業の中心であるとの認識がスターリン指導部及び全党

的にも了解されていたことだった。だが，加速的な工業化は工業と都市にま

すます多くの食糧を必要とし，機械設備を輸入するための外貨源としての穀

物輸出の増大も要請されるようになる。このような状況で１９２７年と２８年に

連続した穀物調達危機の発生に対して，スターリン指導部は，それまでの

ネップ体制における市場的関係を通じた「小農民との長期的共存」という政

策的前提を放棄した，権力的行政的に穀物を調達する「非常措置」を導入し

た。さらにそこから進んで，農民からいかに「安定的に」「効率的に」穀物

を調達できるかという意図から，小農民経営に依存するあり方を根本的に転

換して，農村・農民を「穀物供給基地」として国家のできるだけ統一的管理

下に置く農業集団化へと急速度に舵を切った。その際に前面に躍り出たの

が，「ウラル・シベリア方式」による集団化の推進であった。

「ウラル・シベリア方式」とは，まずは「非常措置」の行き詰まりのなか

から地方組織が生み出した穀物調達方式であり，市場的方法でも非常措置で

もない，「新しい穀物調達方法」といわれた。それは農村における共同体の

伝統的な慣習法によって強制される「自己課税」の仕組みを利用して，穀物

供出を個人農単位から村ぐるみの集団的枠組みへ代えるものであった。その

仕組みの概略は次のようなものである。つまり，上級機関から下ろされてく

る穀物供出の「村計画」は，まず共同体の総会スホードに審議にかけられて

２２）ここには，マルクス，エンゲルスそしてレーニン以来強調されてきた，「実例と
農民の自発性に基づくこと」および「大経営の技術的物質的基盤を築くこと」と
いう，いわゆる農業の協同化についての基本原則も当然含まれている。溪内前掲
書，７-８頁参照。
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決議される２３）。いったん決議が採択されれば，その決定は村全体を拘束し

て，計画遂行の集団的な連帯責任を負わせるものとなる。この決定された計

画においては，クラーク・富農により多くの穀物を供出させる義務的な「確

定課題」が割り当てられ，それ以外の一般農民は「自己義務（小量の穀物供

出）」を遂行するとされた。確定課題の義務については，それを拒否したり

計画遂行に抵抗したりすれば，過大な罰金（義務的課題の３-５倍にも達す

る），刑法条項の発動，土地・資産の没収，強制移住などの抑圧措置が適用

される。こうした仕組みが１９２９年６月には法律化され，それと連動して抵

抗を処罰する刑法諸条項の改定がおこなわれた。

１９２９年夏から穀物調達キャンペーンは最初から「ウラル・シベリア方式」

の全面適用によって進められた。この過程での経験を通して，スターリン指

導部はこの「新しい方法」を，本来長期の漸次的過程と想定されていた集団

化としてではなく，穀物危機の決定的かつ即効的解決の手段としての集団化

に急転させることを決断した。こうして１９２９年末から１９３０年初めにかけて

集団化が全国的規模で推進されることになる。この集団化の特徴は，全面的

集団化（共同体を単位とする中農のコルホーズへの集団的移行），短期決戦

的な急テンポでの推進（都市部からの党組織の全権代表と労働者部隊の大量

派遣による，同時にOGPUなど国家的強制装置との一体的行動を伴った突撃

キャンペーンの展開），そして「階級としてのクラーク絶滅」である。この

３つの要因の真の関係は，長くソ連崩壊まで公式の正統的解釈とされてきた

ような，下からの大衆的集団化運動の進展によって農村における資本主義勢

力であるクラークの抵抗が挫かれて集団化を達成したというものでは決して

なかった。その実相は全く逆であって，集団化に先行して穀物調達ですでに

２３）本稿ではロシアの農民の共同体的農民としての性格については最小限度の言及に
とどまる。ロシア農村における共同体，その集団的意思を体現する「スホード」
の位置づけ，そして「村落の管理と共同体規制力の物的基礎を形成した」自己課
税の役割については，先駆的で詳細な解明である溪内謙『ソヴィエト政治史』
（岩波書店，１９８９年新版［１９６２年初版］），２９４-３３２頁を参照。また溪内同書にお
けるスホード解明の意義については，溪内同書の奥田央による解説にもとづく
（５７４-５７８頁）。
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経験ずみであった「クラークを強く叩くところでは穀物はきわめて容易にで

た」という「鉄則」を踏まえた，「階級としてのクラークの絶滅」がまず決

定的なテコとなって集団化が推進されたということである。１９３０年１月に

「階級としてのクラーク絶滅」は集団化の公式的政策となって，クラークの

みか中農・貧農そして宗教関係者も巻き込んでの「歪曲と行き過ぎ」が横行

する熱狂的で大々的なクラーク清算が進行した。集団化はこのあとストップ

アンドゴーのような振動と変動をへながらなおも続いて，１９３７年にほぼ完

了した。この結果，何世紀にもわたり農村において農民の生活と生業を包括

した「小農民経営」はその根幹において破壊され，独立自営によって農業を

発展させる展望を永遠に閉ざされることになった。

集団化とはむろん農民を集団農場であるコルホーズへの加入を駆り立てる

ことであり，農民の大部分はこれに従わざるをえなかった。だが，コルホー

ズが小農民経営のより優れた代替であったなら，そもそも「集団化の逆説」

あるいはエクソダスは起こらなかっただろう。ロシアにおいては革命以前か

ら，機械化された大経営による小経営の代替という「農業の社会主義化」の

一環としての集団化という理念２４）だけではなく，共同体による土地利用とい

うロシア農業の独特の歴史的特質に鑑みての，何らかの形態で協同化したり

集団化しようという思想や経験の歴史がすでにあった２５）。しかし，スターリ

ン指導部が強行した集団化が，そうした「伝統」とは全く位相を異にしたも

のであることは既述の通りである。その真実の意図が国家にとって当面の工

２４）ただし，この理念が今日においても社会主義的なそれであるとはもはやいえない
であろう。ソ連だけではなく世界の２０世紀の農業の経験が教えているのは，資
本主義がもたらした「大量生産，大量消費，大量廃棄」が農業にも浸透して
（「農業の近代化」），環境（生態系）と生活に大きなひずみと矛盾を引き起こした
ということである。この経験と反省に立って，今日では自然と社会の持続可能な
発展のために家族農業，小農経営が再評価され，そうした農業を支援発展させる
ための世界的とり組みがはじまっている。例えば，小規模・家族農業ネットワー
ク・ジャパン編『国連「家族農業の１０年」と「小農の権利宣言」』（農山漁村文
化協会，２０１９年）を参照。社会主義が今日でも意義ある理念を提示するために
は，こうした動向に真摯に向き合わねばならないのは明らかである。

２５）Tragediia Sovetskoi derevni: Kollektivizatsiia i raskulachivanie. Dokumenty i
materialy Tom１. Mai１９２７-noiabr’１９２９. Moskva, ROSSPEN, 1999, s.16.
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業化に都合のよい「穀物供給基地」建設であるという「コルホーズ」の本質

はその組織の実際においてもはっきり現れた。だがその実相に対しては，コ

ルホーズ定款などでの組織制度の「紙の上の」解説によって迫れるわけでは

ない。１９３０年初めからの集団化過程の特徴的局面において，集団化の決定

的テコとなったクラーク清算と，事実上それと一体の関係にあって国家権力

と農民の関係を反復的に緊張させ対立を先鋭化させた穀物調達キャンペーン

がどのような展開をたどったのか，ここに表出する事象をたどることこそが

コルホーズの実相を明らかにする適切なアプローチであろう。権力と農民の

関係の緊張は，同時に，農民たちにそのまま農村にとどまるのか，それとも

村を離れるのかという「選択」（任意に選びとれる保障があるわけではない

が）を否応なしに迫るものとなって，「駆り立て」と「追い立て」の逆説を

様々な度合いと色彩をもって浮かび上がらせることになるだろう。

このような論理次元にたどり着いて初めて，フィッツパトリックの「離村

の様式」の整理がその本来の有用性を発揮しうるのではないだろうか。そし

て本稿の議論も，離村のより具体的な様式の分析へと歩を進めていこう。

（３）集団化と出稼ぎの関係

さて，集団化の過程で農民が「村を出て行く」場合，その理由は少なくと

も表向き「出稼ぎ」という伝統的に典型的な形（非農業部門への出稼ぎ）を

とって，農村から都市へ移動するケースが圧倒的多数ではなかっただろう

か２６）。その意味で，出稼ぎの特徴と動向を分析することは「原蓄としての農

民移動」をより具体的な相において把握する可能性を提供するだろう。とは

いえ，より具体的次元での事物の把握というのはより多様で雑多な事象が加

わることでもあり，ともすればかえって本質が見失われる危険もある。この

出稼ぎに関する場合，少なくとも次の二つの問題が適切な位置づけをもとめ

２６）「クラーク清算」によって強制的に村を追われたものについては別途の検討が必
要である。また，このほかのさまざまな「離村の様式」については行論において
言及する。
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て考察に加えられなければならない。まず，農民が「出稼ぎ営業（krest’ianskie

otkhody na promysly）」に出ることは帝政ロシア以来の伝統であり，これは

農村に広く存在する「相対的過剰人口」の主要な排出形態でもあるとされて

きた。この時期の出稼ぎはその継続であり，集団化によって初めて出現した

新奇な事態ではないという問題。つぎに，農業の集団化は工業化の加速化と

踵を接して開始されたものであり，工業の側での労働力需要が急増した時期

であった。すなわち，かつてない強力な〈プル〉要因が農村に作用したため

に出稼ぎが急増したことも大いに考えられる。つまりは，集団化による

〈プッシュ〉要因は出稼ぎにとって二次的な要因とみなされる可能性がある

ということである。もちろん，肝要なのは集団化，工業化，コルホーズ以前

の農村社会という三要素によってこの時期の出稼ぎを，ひいては「原蓄とし

ての農村から都市への農民の大移動（エクソダス）」を立体的に理解すると

いうことである。だが，このなかでは集団化の実相の解明がもっとも困難で

遅れていたのは，「アーカイヴス革命」で関説したとおりである。

塩川伸明著『スターリン体制下の労働者階級 ソヴェト労働者の構成と状

態：１９２９-１９３３年』（東京大学出版会，１９８５年）は，集団化と出稼ぎの関係

を考察するうえで欠くことのできない研究であり，おそらくは日本だけでな

くロシア・欧米を見渡してもこの分野において，その資料の博捜渉猟（政府

諸機関の定期刊行物などアクセスが可能であった資料につぶさにあたった徹

底さ）と包括的で緻密な対象把握という点で類書の及ばぬ研究と考えて差し

つかえないだろう。著者自身は同書の課題を，工業化・集団化期に「ソ連の

労働者階級がいかなる社会的構成からなっていたか，そのような構成の背後

にある労働市場の構造はどのようなものであったか，そして当時の労働者は

どのような社会的相貌を帯びていたか」２７）の解明であるとしている。本稿が

目指している原蓄としての農村からの農民移動の解明が，いわば主として

「送り出し側」に焦点をしぼったアプローチだとすれば，同書はその「受け

入れ側」にかかわるといってよいだろう。だが，著者の現実把握には「受け

２７）塩川上掲書，１頁。
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入れ側」だけにとどまらず，「送り出し側」，農村の状況の簡潔な整理をとも

なっており包括的で広角度の視野がある。また，「労働市場の構造」につい

ても，当時の当局者による政策課題を合理化する議論や支配イデオロギーに

そった論説などにも時たま顔を出す，当局にとっては「不都合な真実」のわ

ずかな断片をも見逃さずに多面的に掬い取っており，平面的な現実理解に

陥っていない。このような塩川の研究姿勢によって，同書は直接の対象が上

述のように労働力の需要側と供給側という相違にもかかわらず，本稿の課題

の分析にとって有用な多くの情報と重要な「手がかり」となる知見を提供す

るものとなっている。同書には行論で何度も立ち返って参照し，いくつかの

論点に言及することになる。この項の最後として，著者が１９３１-３３年２８）の出

稼ぎの分析を「概括」した部分をかいつまんで紹介して，先に提出した出稼

ぎと集団化，工業化，コルホーズ以前の農村社会という３要素の関係の問題

について検討しよう。

この「概括」２９）では，それまでの厳格な実証にもとづく自己抑制的な叙述

の上に，出稼ぎをめぐる３要素の関わりを著者の視角からわかりやすく立体

的にまとめており，すこぶる興味深く大いに示唆的な内容となっている。労

をいとわずに抜き書き的に要点の摘記をする。

（a）まず「労働力需要の大きさ如何が出稼ぎ政策のあり方を強く規定し

ていることが確認される」としている。すなわち，労働需要が大きかった

１９３１年にはコルホーズからの出稼ぎを奨励する法令が出されたが，需要の

減退した１９３３年には農民の都市流入が抑制されるという対照的な政策がと

られている。（b）労働力需要の性格の点では，組織性の強調と季節労働か

ら恒常労働への移行の呼びかけが重要である。とはいえ，出稼ぎの「自然流

動」が根強く存続して，組織的な募集（いわゆる「オルグナボール」）も，

２８）１９３０年の出稼ぎ状況については，年初からの集団化の急発進とその後のコル
ホーズ脱退の波が続くなどの混乱もあって，塩川はそれ以後の時期とは別の扱い
での分析が必要と判断している。１９３０年の問題状況については本稿でものちに
触れる。

２９）塩川同書，１８５-１８８頁。
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恒常労働への移行も思うような成果をなかなかあげられなかった。つづいて

「この時期の農村における変動もまた出稼ぎのあり方に大きな影響を及ぼし

たことはもちろんである」として，集団化の出稼ぎに対する影響のまとめを

おこなっている。（c）集団化の出稼ぎへの影響を考える場合，まず２つの要

因を区別することが必要だという。すなわち，①コルホーズ（理事会）側の

要因と②コルホーズ員＝農民の側の要因である。①は労働力確保のために，

出稼ぎ妨害を禁止する法令（１９３１年６月）にもかかわらず一貫して出稼ぎ

を抑止し続けたのであり，出稼ぎへの影響は負のものであった。他方で②は

農業外収入を得るために都市に働きに出る動機をもっていた。集団化は農民

の間に一時的に心理的動揺をもたらした３０）が，古くからの家計維持の要素と

しての出稼ぎの経済的必要性はその後も持続した。またこの時期には，出稼

ぎと並ぶ副業であったクスターリ工業が大幅に縮小するなど，都市に働き口

を求める動機は一層強まった。この面からみると，②の要因は出稼ぎを促進

した。（d）集団化によって農民が個人農からコルホーズ員に転化したこと

は，かれらの行動様式にも影響を及ぼした。集団化以前には，農民の出稼ぎ

は農民経営の再生産構造の一環をなしていて，都市労働者化を志向するより

も農家経営を維持することを志向していた。ところが，今やコルホーズの一

員となった農民には「わずかな住宅付属地以外はすべて集団化されていて，

独立自営農としての発展の道は閉ざされている」。これに当時の農村の悲惨

な状況を重ねるならば，都市に新天地を見出し，出稼ぎから恒常労働者へ転

化することを志向したとしても不思議ではない。（e）この時期の出稼ぎの様

相は，労働力需要の動向，組織化と恒常労働化の要請，コルホーズ（理事

会）の労働力放出抑止傾向，コルホーズ員の就労さらには離村傾向などの要

因に規定されながら複雑に推移した。このような点からみて，「急速な工業

化と農業集団化はそれぞれ出稼ぎ労働の需要と供給に，たんに量的のみなら

ず，いわば質的な影響を及ぼしたのであった」３１）。

３０）前記注２８に示した１９３０年の状況をさす。
３１）塩川同書，１８８頁。

２００ 桃山学院大学経済経営論集 第６３巻第３号



以上のような塩川の「概括」は，フィッツパトリックが定式化した「集団

化は一方で農民をコルホーズに駆り立て，他方では村から追い立てるもの

だった」という「集団化の逆説」３２）に大筋で重なり合うものだろう。また，

上の（e）で集団化が出稼ぎ（の供給）に「たんに量的のみならず，いわば

質的な影響を及ぼした」というのは，塩川の論旨を逆にたどれば，農民は一

時的な出稼ぎ労働者からもはや恒常的労働者に転化しつつあること，その原

因は集団化によって「独立自営農としての発展の道は閉ざされ」たためであ

る，ととらえられる。だとすれば，先に指摘した「集団化の逆説」を生み出

した「集団化の本質」である「小農民経営の破壊」とさほど径庭がない議論

かと思える。だが，問題意識とアプローチの違いゆえかもしれないが，やは

りある種の重要な相異が残っているように思われる。すなわち，塩川の問題

意識はソ連の労働者階級を形成しつつあった「労働市場の構造」の解明にあ

り，アプローチは主に石炭産業，建設業など「受け入れ側」の状況の分析か

らなされた。したがって，農業集団化はなぜ引き起こされたのか，それは何

であったのかという「出発点」，「本質」は直接問題にはされていない。この

相異が，出稼ぎと３要素の関わりの捉え方に本稿との近似性とともに「ズ

レ」も生じさせている。いくつかの具体的論点はのちに集団化の過程をたど

るなかで言及するとして，ここでは集団化を推進させることになった「暴力

的槓杆」についてもう少し触れておく。

（４）集団化と「暴力的槓杆」

本源的蓄積の重要な契機である「鳥のような自由な労働者」創出過程の，

いわばソ連版として集団化による「農村から都市への農民移動」を捉えるの

が本稿の立場である。『資本論』「第２４章いわゆる本源的蓄積」の最初の部

分で，マルクスは資本蓄積は剰余価値を前提とし，剰余価値は資本主義的生

産を前提とするが，資本主義的生産もまた一定の資本蓄積を必要とするとい

う，資本蓄積の「どうどうめぐり」の説明を終わらせるために想定されたの

３２）Fitzpatrick,The Great Departure..., p.16.
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が資本主義的蓄積に先行する本源的蓄積（ないし「先行的蓄積」）であると

指摘する。これが経済学においては，勤勉な者と怠け者が出発点となって，

一方が富を蓄積し，他方は「結局自分自身の皮以外には売れるものをなにも

持っていない」という状態が生まれたとする「原罪物語」としてはびこって

いる３３）。このような「愚にもつかない子どもっぽい話」を根本的に批判する

ために対置したのが彼の「原蓄論」である。すなわち，資本蓄積の前提であ

る「資本関係をつくり出す過程は，労働者を自分の労働諸条件の所有から分

離する過程，すなわち一方では社会の生活手段および生産手段を資本に転化

し，他方では直接生産者を賃労働者に転化する過程以外のなにものでもあり

えない。したがって，いわゆる本源的蓄積は，生産者と生産手段との歴史的

分離過程にほかならない」３４）。マルクスはつづく第２節「農村民からの土地

の収奪」のなかで，この分離過程の具体的な例証として１５世紀後半からの

イギリスにおける農民からの土地収奪をたどっている。この際に注目される

のは，「ここでは農業革命の純経済的な動機は度外視する。われわれはこの

農業革命の暴力的槓杆を問題にしよう」３５），「共同地の暴力的横奪は，・・・

１５世紀末に始まり１６世紀にも続けられた。しかし，当時，この過程は個人

的な暴行として行なわれたのであって，・・・１８世紀の進歩は，法律そのも

のが人民共有地の盗奪の道具となるという点に，現われる」３６）など，歴史的

分離過程における「経済外的な暴力」の契機を重視していることである。土

地収奪に限らず，歴史過程であらわれた本源的蓄積のさまざまな契機，方法

はいずれにあっても「封建的生産様式の資本主義的生産様式への転化過程を

温室的に促進して過渡期を短縮するために，国家権力，すなわち社会の集中

され組織された強力を利用する」というよく知られた章句によって総括され

ている３７）。小経営のゆっくりとしたカタツムリの歩みのような生産の成長と

３３）『資本論』第Ⅰ巻，S.741.（上製版Ⅰb，１２１６頁）。
３４）同上，S.742.（上製版Ⅰb，１２１９頁）。
３５）同上，S.751.（上製版Ⅰb，１２３３頁）。
３６）同上，S.752.（上製版Ⅰb，１２３６頁）。
３７）同上，S.779.（上製版Ⅰb，１２８１頁）。
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いう束縛を解くために，資本は「農業革命の暴力的槓杆」を利用して直接的

生産者からその生活手段（土地）を収奪し，それを資本のもとで労働する以

外に生きるすべのない賃労働者に転化させた（資本関係への包摂）。こうし

て，資本はみずからの蓄積衝動を解き放つことができたのである。

この「暴力的槓杆」という手段こそが，ソ連の農業集団化の「隠された」

本質でもあった。「隠された」というのは二重の意味においてである。ひと

つには，すでに述べたように（「１ 本稿の課題」），農業の集団化がソ連の党・

国家によって正統的な歴史解釈として，十月革命に比肩する「上からの革

命」と自賛されてきた経緯があるという意味でその本質は隠されてきた。集

団化で蔓延した暴力はあたかも「階級敵」である農村の資本家階級「クラー

ク」の側の問題であるかのように描き出され，それに対抗する「階級闘争」

が一面的に正当化された。このために，正統的解釈に挑戦するような集団化

の実相が明るみに出されるのには厳しい制約（自由な研究への抑圧やアーカ

イヴスへのアクセス制限など）が課されてきたのであった。もうひとつに

は，「暴力的槓杆」の性質が，アーカイヴスの公開によって秘匿されていた

事実の発見が進むだけでは解明されたとは単純に評価できないような，ソ連

の社会・政治・経済そして歴史の全体を覆うような問題性をはらむという意

味においてである。もとより本稿にはその「問題性」を全面的に解明する用

意はない。ここでは，集団化期の「農民大移動」に注目してそれと「暴力的

槓杆」の「内的紐帯」を探ることが課題である。

既述のように，集団化は小農民経営に食糧供給を依存している穀物調達の

「制約」を突破するために，農村・農民を工業化に奉仕する「食糧供給基地」

に変えるために，共同体の自己課税の仕組みを利用した「村ぐるみ」での集

団化（全面的集団化）という方式によって，まさに強行軍で推進されたので

あった。それは社会主義の理念に基づく農業の協同化でもなかったし，食糧

供給の基本単位としての小農民との市場的諸関係を通じた長期にわたる「結

合smychka」を維持するという，社会主義への新たな路線「ネップ」にも根

本的に背馳するものだった（それに先立つ「穀物危機」に際して発動された
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「非常措置」が通常ではなく「非常」措置なのだとされたのは，ネップの路

線こそが「常態」だと認識されていたからにほかならない）。こうした路線

の急転が従前にもいや増して農民の抵抗を激化させるのは火を見るより明ら

かであり，集団化を達成するためにはこれら抵抗を打ち砕かねばならなかっ

た。まさにここに「暴力的槓杆」が登場する必然的根拠があった。

穀物危機を契機に導入された「非常措置」では農民から穀物を事実上力ず

くで調達するためにさまざまな試みがおこなわれて「暴力の技術の蓄積」３８）

が進んだ。その中からすでに述べたように「ウラル・シベリア方式」が生ま

れ，それを基本的枠組とした全面的集団化が開始されたのだが，そのときに

農民をコルホーズへ駆り立てるための決定的手段となったのが「階級として

のクラークの絶滅」であり，おびただしい数の農民（クラーク以外の農民も

巻き込まれた）に対する国家権力による直接の暴力の行使であった。これこ

そ集団化における「暴力的槓杆」にほかならない（むろん，これだけではな

かったが）。ある人間が一定の社会層（クラーク）に属している（クラーク

の定義自体が多分に曖昧で論争的であっただけではなく，集団化の過程でも

絶えず変化した３９）という理由だけで，「絶滅」されるべき対象として国家か

ら認定され，極刑（銃殺）から家族全員の北辺の特別居住地（グラーグ）な

どへの強制移住，村からの追放などにいたる弾圧を受けた。この弾圧は集団

化に際して農民と農村に襲いかかった国家権力の「暴力的槓杆」の極致とい

うべきものであったが，それで暴力が停止されたわけではなかった。集団化

の過程で「クラーク」層にとどまらず，広くすべての農民・農村全体に対し

３８）奥田央『ヴォルガの革命』東京大学出版会，１９９６年，２５頁。
３９）１９２８／２９年度農業税キャンペーンにおいて，農民経営総数の約３％をクラークと

認定して差別的に高い課税を行うことが法律で定められた。しかし，「誰がク
ラークであり，クラークがいかなる所得をどれだけ所有するかは事前に明らかで
はなかった。『３％』は特定の地域の特定のクラークを指示する指標ではなかっ
た」（溪内前掲『上からの革命』，３２２-３２３頁）。また，「クラーク」の規定は集団
化の中でも根拠が曖昧のまま変化し，恣意的な濫用に陥った。権力による「ク
ラーク」解釈の変遷とその役割を整理したものとして次を参照。ガリーナ・ドブ
ロノージェンコ（Galina F. Dobronozhenko）「権力による名称付与の帰結として
の「クラーク」」，野部公一・崔在東（編）『２０世紀ロシアの農民世界』（２０１２年，
日本経済評論社），２５９-２９０頁。
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て「暴力的槓杆」の行使はさまざまな形と程度で蔓延した。

この意味で，「原蓄論」の視角からスターリン体制下の工業化・集団化を

捉えようとするならば，出稼ぎを中核部分とする「農民大移動（エクソダ

ス）」は，〈プル〉と〈プッシュ〉要因のスペクトラムで捉える方法的枠組を

超え出る視座を獲得することがまず肝要である。それが「暴力的槓杆」を手

段とした強制的な集団化であり，それによってロシア農村の基幹をなしてい

た「小農民経営」が経済的な作用によって零落したのではなく破壊されたの

であり，これこそがエクソダスを引き起こしたのだという視座である。つま

り，エクソダスは，工業化の加速化による労働需要の急増が「発端」として

あったにせよ，また従来からの農村における「相対的過剰人口」が前提とし

て存在していたにせよ，そして農村においてコルホーズ理事会の対応がいか

なるもの（出稼ぎの抑止，流出の「黙認」，統制）であったにせよ，何より

もまず「集団化の本質」たる「小農民経営の破壊」を「最初の衝撃」とする

ものだ，と捉えるべきである。

次節で，この「暴力的槓杆」をあたかも「新しい社会をはらむあらゆる古

い社会の助産婦」４０）で
�

も
�

あ
�

る
�

か
�

の
�

よ
�

う
�

に
�

利用することで推進された農業の集

団化と農民大移動の関係をさらに探っていこう。

４ 出稼ぎの特徴と１９２０年代末の変化
ここでは農民大移動（エクソダス）を，その主たる形態である出稼ぎ労働

者の形で「受け入れる」側からではなく，「送り出す」側である農村に視点

を据えてとらえてみる。それを通じて「集団化と農民大移動」の内在的関係

の核心に横たわるのが，国家の「暴力的槓杆」を手段として小農民経営を破

壊する集団化であったこと，それゆえにエクソダスを引き起こした「最初の

衝撃」には集団化を据えなければならないこと，こうした論理的脈絡を集団

化過程の特徴的局面をたどりながら浮き彫りにすることをめざす。

農民の都市への移動すなわち農民の「離村」という事実は，その原因や理

４０）『資本論』第Ⅰ巻，S.779．（上製版Ⅰb，１２８１頁）。
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由をただ一般的に「集団化（の結果）によるもの」とすることはできない。

というのも，個人のレベルでみた場合，離村が「経験の多様性（と，しばし

ば曖昧さ）」４１）のさまざまな色合いを伴っているからである。この点について

の多様なエピソードはフィッツパトリックの『スターリンの農民』によって

研究されている４２）。しかし，ここで問題にするのは離村につながった個人の

自発性・非自発性のスペクトラムで捉えられた「主観」的意識ではない。強

弱の度合いを超えて個人の意識に否応なく影響を及ぼさざるをえなかった

「暴力的槓杆」を手段とした集団化（穀物調達と一体化して）の「客観」的

な作用を問題にする。客観的作用の核心が「小農民経営」の破壊であるのは

いうまでもない。マルクスは小経営という生産様式が最も活力を発揮するの

は「労働者が自分の使用する労働諸条件の自由な私的所有者である場合，す

なわち農民は彼が耕す畑の，手工業者は練達した技能で彼が使用する用具

の，自由な私的所有者である場合のみである」と指摘する４３）。まさにソ連の

集団化で破壊されたのはこのような小経営であり，破壊の方法は「一連の暴

力的方法を内包し」た，「広範な人民大衆からの土地，生活手段，労働用具

の収奪」４４）などを主要な契機としていた点でも全く同じだった。

収奪の主要契機を，当時のソ連農村の状況に即して箇条書き的に列挙して

おこう。これらの契機は行論において集団化の特徴的な局面の検討に際して

さらに論及されることになろう。①まず，小経営の収奪どころか農民家族ま

るごとが村から抹消された。「階級としてのクラーク絶滅」である。この契

機はソ連集団化の特異な性格を最も露骨に表示している。②土地（耕地）の

収奪は，「集団化」という美名（？）のもとにコルホーズに集められる形で

４１）Fitzpatric,’The Great Departure..., p.25.
４２）近年の「移民・移動」の観点からの歴史研究として次を参照。Siegelbaum,

Lewis H. and Page Moch, Leslie. Broad Is My Native Land , Ithaca and London,
2014．とくに，「季節的移民」すなわち出稼ぎを十月革命から第二次大戦直前の
時期について特徴をまとめた部分（pp.75-85.），また，帝政期から現在に至るま
での「農村から都市への移住」を概観した第３章「都市への移民」（pp.98-156.）
が有用である。

４３）『資本論』第Ⅰ巻，S.789．（上製版Ⅰb，１２９８頁）。
４４）同上，S.790.（上製版Ⅰb，１２９９頁）。
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おこなわれた。③耕作の牽引力としての馬匹および主要な労働用具は，方針

の混乱と迷走はあったが結局コルホーズに収用された。④その他家畜もまた

混乱と迷走のあげく，ソ連農業に長期にわたって回復困難な打撃を与えて，

小部分に限って農民所有を許された。⑤生産物と貨幣資産の収奪である４５）。

生産物，なによりも穀物は，その国家調達をめぐって権力と農民の緊張・衝

突の焦点であり，権力をして強制的かつ全面的集団化へ急転させた根本因で

あった。そして，集団化の過程にあってもつねに焦点であり続けた。貨幣資

産収奪は，主に農業税，義務的保険料などの公租公課と穀物供出課題の未遂

行や拒否に対する懲罰的な制裁金をテコにおこなわれた。集団化過程では，

コルホーズ未加入の個人農への経済的圧力として大いに利用された。そして

挙げ句の果てに，⑥狭義の生活手段も，さまざまに変形されて乱用される

「クラーク清算」における資産没収の一環として，時にはもともと粗末なも

のしかない家具や什器，そして衣類の一着一枚にいたるまで収奪されたので

あった。

とはいえ，こうした農村の小経営の破壊と収奪がソ連全土をおおうことに

なった，１９２０年代末の「非常措置」体制から強制的な集団化へと全力急発

進する以前には，農村社会はネップ体制のもとで矛盾と困難をともないなが

ら農村経済の独自的な変化が進行していた。本節ではこの時期の農村社会の

特徴と一時的な離村・離農である出稼ぎの関わりに焦点を当てることで，当

時の農村の動向がスターリンの党・国家による急速な工業化へのギアチェン

ジとスムーズに噛み合うような状況にはなかったこと，その意味で強制的な

農業集団化が農村社会に重大な破壊的作用を及ぼさずにはおかなかったこと

を解明したい。そのために，以下では主にソ連の農業・農民史で著名なV．

P．ダニーロフのいくつかの研究に依拠して，集団化直前期までの農民の出

稼ぎの特徴，農村経済の動向について把握をすすめる。それによって，「小

農民経営」がそのままの姿では工業側の労働需要の急増に直ちに応ずる可能

４５）Tragediia Sovetskoi derevni: Kollektivizatsiia i raskulachivanie. Dokumenty i
materialy Tom２, Noiabr’１９２９- dekabr’１９３０. Moskva, ROSSPEN, 2000, s.19.
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経営規模（播種面積）（単位 デシャチナ）
平均

２まで ２-４ ４-６ ６-８ ８-１０ １０-１６ １６以上

①農業経営 ８１．３ ９５．４ ９９．９ １０２．３ １０３．１ １０８．２ １０６．６ ９５．０
②自宅経営 ５８．３ ５２．６ ４９．７ ４８．８ ４８．３ ４３．６ ５７．８ ５２．９
③①，②に関連した作業＊ ２６．０ ２８．６ ２９．２ ２９．８ ２７．８ ３１．０ ３２．８ ２８．４
④林業経営 ６．７ ５．４ ４．３ ４．４ ３．６ ２．９ １．０ ５．０
⑤自己の農業外での作業 ４９．４ ３１．７ ２６．５ ２０．７ ２０．１ １６．１ １１．１ ３１．６
⑥その他の作業＊＊ ８．４ ６．２ ６．４ ６．７ ７．２ ５．８ １０．２ ７．０
⑦総作業日数 ２３０．１ ２１９．９ ２１６．７ ２１２．７ ２１０．１ ２１７．５ ２１８．９ ２２０．１
⑧未利用作業日数 ４５．７ ５３．８ ５４．３ ５７．９ ５７．１ ４９．２ ４３．７ ５２．２
⑨年間作業日数の
総ストック＊＊＊ ２７５．８ ２７３．７ ２７１．０ ２７０．６ ２６７．２ ２６６．７ ２６２．６ ２７２．３

［表８］農民の労働時間の構造（１９２４／２５年）
（単位 日数）

（注）* 家庭で必要なものの加工，バザールやその他仕事に関する外出などにでること，建物
の建築や修繕，漁労，狩猟，橋，道路そして垣根の修理，《共同体の用水作業》。

** 分類外の作業，寄合，教育と軍役。
*** 祝祭日，悪天候，病気などの日はふくまない。

（出所）V. P. Danilov, Krest’ianskie otkhody na promysly v 1920-kh godakh // Istoriia
Krest’ianstva Rossii v XX veke , chast’ 1, M., 2011, s. 579.

性は限定的であることが確認されるだろう。

（１）出稼ぎと農民階層

１９７０年代に発表されたダニーロフの出稼ぎについての研究４６）は，塩川前掲

書『スターリン体制下の労働者階級』でも紹介され分析に役立てられている

が，ここでは出稼ぎを輩出する農村内部の構造と動態に注目して，それと集

団化前夜の出稼ぎ動向との関連を探ることにしよう。

ロシアの農村では寒冷な気候による長い冬の間，多くの農民が無為を強い

られること，そのために生計をまかなうために出稼ぎが盛んにおこなわれる

４６）V. P. Danilov, Krest’ianskie otkhody na promysly v 1920-kh godakh // Istoriia
Krest’ianstva Rossii v XX veke , chast’ 1, M., 2011．初出は１９７４年。以下
「Danilov（１９７４）」と略記する。
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ようになったのはよく知られたことである４７）。ダニーロフは出稼ぎ農民の社

会経済的な相貌を解明するために，まず１９２４／２５年の「農民の労働時間の構

造」（表８）を経営規模別でみた農家の働き手一人当たりの年間の労働配分

によって確かめる４８）。そこから大略次のようなことが観察される。すなわ

ち，経営規模別にみると，規模が小さくて貧しいほど，それに比例して各働

き手の「労働日の総ストック」（表の⑨）つまり働かねばならない日数が多

くなる。しかし，自分の経営で実現される労働時間（①＋②＋③）は経営規

模に反比例して少なくなる（２デシャチナ以下の貧農層が約１６６日，これに

対して１６デシャチナ以上の富裕層は１９７日で１８．６％増しである）。という

ことは，経営規模の小さな層は「余剰な」労働時間量がそれだけ大きいこと

になるが，それは自分の経営の外に（出稼ぎなどに）出ることでしか利用で

きなかった４９）。だが，これだけでは「農民経営」の労働時間の実態を的確に

反映したことにはならない。ロシアの共同体的土地利用では農戸への土地割

当の基本は「口数」すなわち家族人数であり，それが変化すれば「割替」が

おこなわれた。したがって，一般的には大家族であるほど分与地も大きくな

る傾向にあり，働き手の数も多かったことだろう。この当時，農業生産はそ

の主要部分を「手作業」に依存していたから働き手の数はただちに生産力の

増大として現れる。すなわち，「小農民経営」の根本的基礎をなすのは「家

族内協業」なのだから，この観点から各規模ごとに経営内の働き手全体を考

慮に入れた観察が必要となる（農家世帯の働き手とは，かつておそらくどこ

でも，年齢的には幼年時から老いて死亡するそのときまで，とされていたで

あろう）。

農家世帯の観点からまとめたのが表９である。ロシア＝ソ連は広大な国土

を有しており農業の性質も地域によって相当違いがある。とくにヨーロッパ

４７）ロシアにおける出稼ぎの簡便な歴史と特徴については，塩川前掲書，７３-７９頁参
照。

４８）以下のダニーロフの研究は，１９２０年代にミンツ（L.E.Mints）がソ連労働人民委
員部でおこなった大規模な調査研究に基づいている。Danilov（1974）, s.572.，お
よび塩川同上を参照。

４９）Danilov, Ibid., s.579.
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ロシアの北部，北西部の工業地帯周辺の農業とロシア南部，シベリアやウク

ライナのそれの違いが顕著である。その相異が分かるように工業地区と農業

地区をとりだした。ここから観察されることは基本的には上の働き手１人当

たりにつき経営規模別に存在した傾向と同じである。しかし，まず注目すべ

きは膨大な未利用の労働時間，「未利用残高」が存在していて総ストックの

３割から４割を占めていることだ。これは単に気候によって「無為を強制さ

れている」だけの問題ではなく，根深い構造的な後進性のあらわれである。

ダニーロフはその解決のためには，（α）農耕の基礎にある手労働をなくす

経営規模（播種面積）（単位 デシャチナ）
地区
平均２まで ２．０１ -

４．００
４．０１ -
６．００

６．０１ -
８．００

８．０１ -
１０．００

１０．０１
-

１６．０１
１６．０１
以上

中央工業地区
労働時間の年間ス
トック（作業日数
表示）（構成比％）

９１６ １２２３ １３４８ １２０２ １２３４ １１６３
（１００．０）（１００．０）（１００．０）（１００．０）（１００．０） ― ― （１００．０）

農業での利用
（％）

２５２ ３３６ ４４２ ５００ ６６５
― ―

３５７
（２７．５）（２９．９）（４１．５）（４１．６）＊（５３．９）＊ （３０．７）

営業および賃稼
ぎでの利用（％）

１５０ １５７ １８０ １５８ ４０
― ―

１５８
（１６．４）（１２．７）（１３．３）（１３．１）（３．２）＊ （１３．６）

未利用残高（％） ２４１ ３６９ ３９４ １７１ ４４５＊
― ―

３３０
（２６．３）＊ （３０．２）（２９．２）（１４．２）＊ （３６．１） （２８．４）

中ヴォルガ地区
労働時間の年間ス
トック（作業日数
表示）（構成比％）

７８０ ８９４ １１２０ １２１３ １３３５ １５３２ １６４５ １１９４
（１００．０）（１００．０）（１００．０）（１００．０）（１００．０）（１００．０）（１００．０）（１００．０）

農業での利用
（％）

１３０ ２５２ ３０６ ３６０ ４０４ ４７９ ４９９ ３４６
（１６．６）（２８．２）（２６．４）（２９．６）（２９．４）（３１．２）（３０．３）（２８．９）

営業および賃稼
ぎでの利用（％）

１２３ ７９ ９３ ８７ ５６ ５７ ７１ ７９
（１５．８） （８．８） （８．３） （７．２） （４．１） （３．７） （４．３） （６．９）

未利用残高（％） ３２８ ３４５ ４２３ ４８７ ５６１ ６１４ ６８５ ３７８
（４２．１）＊ （３８．６）（３７．７）（４０．１）（４２．０）＊ （４０．１）（４１．６）＊ （４０．０）

［表９］経営規模別にみた農家の労働力利用

（注）*を付した箇所は，誤記あるいは誤植とみなして変更した。
（出所）Danilov（1974）, s. 581-582．より作成。
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こと，（β）生産力上昇によって働き手を大量に解放すること，（γ）農業で解

放された労働力を工業がことごとく吸収できるほどに発展すること，（δ）

残った農村労働力が年間通じて就業できるような農業の集約化が発展するこ

と，これらが達成されないうちはこうした不合理な就業が「客観的に不可避

である」と指摘する５０）。当然のことながら，これらは長い時間を要するはず

の事業であったが，ソ連で強行された集団化は農村から「放出された」膨大

な農民の都市への移動をなしとげた（？）以外にはなにも実現しなかった。

さて，表９の特徴に戻るならば，１人当たりで示された労働時間の構造の

傾向がさらに増幅されていることである。すなわち，中央工業地区では，２

デシャチナ以下の階層で自己の農業に費やされる日数は２５２日，８-１０デ

シャチナ階層は６６５日でおよそ２．６倍の格差が生じている。南部の典型的な

農業地区（中ヴォルガ）ではこの格差はさらに広がって，貧農層１３０日に対

してもっとも富裕な階層（１６デシャチナ以上）は４９９日で約３．８倍に達し

ている。このように，自分の土地での農業により多くの時間を割くことがで

きない経営層は，年間でみた労働日数のより多くの部分を出稼ぎを含めて自

己の経営の外部の仕事で稼ぎを得なければならなかった。工業地区で自己の

経営の外部で稼ぐ日数は中農層の１８０日が最多でであるが，１５０日付近の階

層が多い。これに対して富裕な層はその４分の１以下の４０日にとどまる。

中ヴォルガでは貧農層の１２３日が際だって多いが，もっとも富裕な階層でも

７１日間外部出稼ぎに出ることが注目される。このように，農民がおしなべ

て自己の農業以外に稼ぎにでることは確かだが，その様相は経営規模ごとに

相当な違いがあり，一定以上の富裕な農民にとって出稼ぎの意味は質的に違

うものとなりうる。こうした状況は経営規模，働き手の数に加えて，不可欠

の牽引力である馬匹やほかの生産用具の保有が富裕層においてより多いとい

う生産力の格差を基礎的原因としている。ロシア農民の格差をみるとき，

「馬匹のありなし」がもっともよく知られた規準であった。それゆえに，出

稼ぎの主要な動機は，「まともな人間」，すなわち自立的に農業経営ができる

５０）Ibid., s. 580.
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経営規模
（播種面積別）

（単位 デシャチナ）
総所得 出稼ぎおよび賃稼ぎ

からの総収入（総所
得に占める割合％）

非農業分野での賃労
働収入（総所得に占
める割合％）

０．１０まで ２９２．５ １８０．３（６１．６％） ５９．１（２０．２％）
０．１１－２．００ ３４６．６ １９２．１（５５．４％） ７６．３（２２．０％）
２．０１－４．００ ３２４．１ １４１．８（４３．８％） ４９．７（１５．３％）
４．０１－６．００ ３６６．２ １３８．０（３７．７％） ５１．８（１４．１％）
６．０１－８．００ ４３１．４ １３３．２（３０．８％） ４２．７（９．９％）
８．０１－１０．００ ５０１．３ １２７．１（２５．３％） ４１．９（８．３％）
１０．０１－１６．００ ６４４．０ １１６．９（１８．２％） ３８．９（６．０％）
１６．０１以上 １０９９．９ ８５．３（７．７％） ２４．９（２．３％）
１戸あたりの平均 ４０１．４ １４６．９（３６．６％） ５３．３（１３．２％）

［表１０］農家規模別の出稼ぎ所得（１９２５／２６年度ソ連平均）
（単位 １戸あたりのルーブル額）

（注）原表の計算間違いと思われる部分を修正した。
（出所）Danilov（1974）, s. 606.

ようになることであり，そのために馬や農具を手に入れる資金を稼ぐことで

あったといわれる５１）。

次に，農民の家計収入の構造（表１０）をつうじて，出稼ぎに出る農民の

特徴をさらに検討しよう。ダニーロフの研究の原表にはソ連平均に加えて，

穀物生産地区と消費地区の表も掲げられているが，基本動向は上の「労働時

間の構造」と同様であるので省いている。ソ連全体の平均所得４０１ルーブル

からみて，６デシャチナの経営規模グループまでは自己の農業以外からの収

入が生存に欠かせないとみることができよう。とくに穀物生産地区のもっと

も零細な貧農層では自己の農業以外からの収入が総所得の７６％を超えてお

り，土地を保持しているが農民階級からの離脱途上といえるだろう。「富裕

な農民は，商人として賃稼ぎに出るかあるいはより熟練した高給の仕事で工

業企業に雇われた。彼にとって出稼ぎは蓄積の追加源泉として役立ったので

あって，困窮と飢餓の脅威によって引き起こされたのではなかった。そうし

５１）塩川前掲書，９３-９４頁参照。
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た脅威は貧農たちを賃稼ぎに駆り立てた。そうではなく，自己の農業生産に

よって生み出された資本を拡大しようとしたのである」５２）。こうした状況に

留意すれば，当時の出稼ぎの主力をなしたのは，単に農民一般ということで

はなくて，零細な貧農層と中農層の一部であったことがみてとれる。「穀物

消費地区の諸県guberniiでは，土地なし農民のなかで出稼ぎ者がいる比重は

７３％であり，２デシャチナ以下の経営では５１．８％」，２．１-４デシャチナで

４５．６％，４．１-６デシャチナで３５．１％，富裕な経営の中では２７．３％が出稼ぎ

に出たということだった５３）。

こうした労働時間と家計の構造から，ロシア＝ソ連の農村では（地域的な

偏差を伴いながら），出稼ぎを生存手段の不可欠なものとして求めなければ

ならない貧農層と中農の一部と，農家経営のいわば目的に応じて選択的・戦

略的に出稼ぎにでる中農から富裕な農民層という「分化」がみられる。後者

の部分は工業側での労働需要が拡大した場合でも，自己の農業＝農家経営の

「発展戦略」にもとづいて労働供給をおこなうので機械的に供給が増えると

は限らないだろう。

以上は，出稼ぎに出る農民の姿を構造的断面で捉えようとしたものだが，

次に変化と趨勢を農民経営の動態において捉えてみよう。

（２）ネップ期の農民経営の動向

まずネップ期の出稼ぎ動向をみよう（表１１）。この表は農業部門への出稼

ぎもふくんでいる。農業への出稼ぎは革命以前には地主のもとでの農作業な

ど大きな役割を果たしていたと考えられる。だが革命後の構造変化によって

その比重は大幅に低下したことであろう。表に記載されている２年間はとも

に農業への出稼ぎの比重は１０．８％，およそ３４-３５万人というところだ。こ

れに対して非農業への出稼ぎは２８０-２９０万人となっている。革命前の１９０６

-１９１０年に出稼ぎ者の総数（パスポート発行数で計算したもの）は年平均し

５２）Danilov（1974）, s.606.
５３）Ibid., s.583.

「資本の本源的蓄積」とソ連／ロシア（下）-１ ２１３



て８７７１．６千人を数えた。このうち，農業への出稼ぎは４０-４５％といわれ

る５４）。したがって，非農業への出稼ぎ数は３５０-３９０万人ほどである。これと

１９２０年代後半の数値を比較すると７０-１００万人の開きがある。のちに検討す

るが，集団化直前の１９２８／２９年には出稼ぎは全体で４３０万，うち非農業への

出稼ぎがおよそ３９０万になったとされる５５）。すなわち，１９２０年代末にはほぼ

戦前水準を回復したことになるが，これは１９２８-１９２９年のわずか２年間で

の１００万人強の大幅な増加によるところが大きい。この２０年代末の急拡大

についてはのちに検討することにして，ここではまず１９２０年代の出稼ぎの

動向とその背景をもう少したどっていこう。

ネップ期の経済の回復にともなって労働者の実質賃金が上昇しはじめた

１９２４／２５年頃から，それに吸い寄せられるように出稼ぎも増えてきた。１９２４

／２５年は増加率という点で極めて大きかったが，それは１９２４年の凶作のた

５４）Ibid., s.584.
５５）Ibid., s.615.

１９２３ １９２４ １９２５ １９２６

対前年増加率（％）

ロシア共和国 １４９７．２ ２４６３．２ ２７４３．２ ２５６８．７
（６４．５％） （１４．４％） （－７．４％）

非農業出稼ぎ者数 ― ― ２５６１．６ ２４１０．７
農業出稼ぎ者数 ― ― １８１．５ １５７．９
ウクライナ共和国 １４８．８ ３７９．８ ４７４．８ ５１５．８

（５５．３％） （２５．０％） （８．６％）
非農業出稼ぎ者数 ― ― ３０１．９ ３３５．１
農業出稼ぎ者数 ― ― １７３．０ １８０．６
ソ連＊ １６７２．６ ２８６７．８ ３２８５．２ ３１４５．１

（７１．５％） （１４．５％） （－４．３％）
非農業出稼ぎ者数 ― ― ２９２９．９ ２８０５．２
農業出稼ぎ者数 ― ― ３５５．２ ３３９．８

［表１１］農民の出稼ぎ １９２３／２４-１９２６／２７年
（単位 千人）

（出所）Danilov（１９７４），Ibid., s.５８５，５８９，５９０．より作成。
*ザカフカーズ，ウズベク，トゥルクメンは除く。
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めといわれ，その後の収穫の回復で出稼ぎの増加率は落ち着いた５６）。１９２５

年，２６年は収穫が良好な年で，ダニーロフは「この期間のデータは過程の

正常な発展を反映している」が，むしろ出稼ぎの増勢を過小評価していると

も述べている。その理由はどうやら一部地域での出稼ぎ者の急増が総数の

データではうまく反映できないということのようだ。そこで彼は１９２５／２６

年，１９２６／２７年について主要地域別および職種別のデータを使って動向を検

討している。あまりに煩瑣になるので本稿では地域別のさらなる検討はおこ

なわない。だが，ここで興味深いのは，出稼ぎが急増している地域として工

業が発展している地域とともに，「農業過剰人口の地域」をあげていること

である。そこは「農民の社会的な階層分解の結果，土地不足が深刻化してい

る」地域であると指摘している５７）。ここには出稼ぎを生み出す新たな構造的

要因が提出されている。これまで，農村の労働時間の構造と家計の構造を経

営規模別に検討することでそこにある構造的要因を析出してきたが，いま提

出された新たな要因は「人口と土地」の関係の検討を要求しているといえ

る。

この関係は農業にとって，あるいはむしろ人間にとって非常に古くからの

問題であるが，ここではむろんのことだが当時のソ連における出稼ぎの背景

をなす農村状況を理解する目的に限定して検討する。そのような限定的目的

で問題を眺めると，カギとなるのは「農民経営」すなわち農家の数とその経

営する土地の関係ということになるだろう。こうして捉え返された関係を，

ダニーロフの別の研究，つまり，コルホーズが成立する以前の（「直前の」

というべきかもしれない）農村を多面的総合的に精密に考察した研究５８）に即

５６）Ibid., s.586.
５７）Ibid.
５８）V.P.Danilov, Rural Russia under the new regime , London, 1988.（本書は，１９７９

年刊行の著作《Sovetskaia Dokolkhoznaia Derevnia》の英訳である。以下，
「Danilov（１９８８）」と略記する。）ダニーロフのこの研究の意義については，Z，
A，メドヴェーヂェフ（佐々木洋訳）『ソヴィエト農業 １９１７-１９９１』（北海道大学
図書刊行会，１９９５年）３５頁を，そしてダニーロフが中心となって１９６５年に完成
させた集団化史の公刊が許されなかったことについても同上４７-４８頁を参照の
こと。
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して検討する。もっとも，ここで対象にするのはその研究のごく一部にとど

まるのはいうまでもない。

農家数（千戸） 増加率（％）
１９１６年 １９２３年 １９２７年 １９１６-２３年 １９２３-２７年 １９１５-２７年

ソ連全体 ２１００８．６ ２２８２５．４ ２５０１５．９ ８．５ ９．６ １９．１
ロシア共和国 １４４３４．４ １５４３７．７ １７１１７．３ ６．９ １１．０ １８．６
ウクライナ ４０２５．５ ４８０８．７ ５１１０．７ ２１．９ ６．３ ２７．０
白ロシア ５６２．０ ７１７．９ ７７５．１ ２７．５ ７．９ ３７．８
北カフカーズ ８２７．９ ８３３．４ ９０７．３ ０．６ ８．９ ９．６
ウズベキスタン １０１６．２ ８６１．０ ９２０．７ －１５．３ ６．９ －９．４
トゥルクメニスタン １４２．０ １６６．７ １８４．８ １７．６ １０．８ ３０．１

［表１２］農家数の動向

（出所）Danilov（1988）, p.213より作成。

農家増加数（千戸）
（対前年増加率％）

播種面積
（対前年増加率％）

１９２３－１９２４年 ６３４（２．８％） ６．９％
１９２４－１９２５年 ５０３（２．２％） ６．３％
１９２５－１９２６年 ６１７（２．６％） ５．７％
１９２６－１９２７年 ４３７（１．４％） １．９％

［表１３］農家数と播種面積

（出所）Danilov（1988）, p.211,217より作成。

農用地面積 播種面積
１９２４／２５年 １９２５／２６年 １９２４／２５年 １９２５／２６年

北部 ７．８９ ８．６０ ２．２４ ２．３１
北西部 ８．５８ ８．７４ ２．５９ ２．６５
西部 ７．９９ ７．９５ ３．７１ ３．９１
モスクワ工業地域 ６．３４ ６．３８ ２．８３ ２．８８
リャザン・トゥーラ ６．７０ ７．０２ ４．００ ４．１６
中央黒土 ７．７８ ７．６０ ４．８３ ４．８９
ウラル １２．２６ １１．７７ ４．５２ ４．６３
バシキル自治共和国 １１．０１ １１．８１ ５．２５ ５．５６
サマラ・オレンブルグ ２３．７１ ２４．８０ ６．５６ ６．９２
下ヴォルガ １６．６０ １７．２６ ６．７６ ６．５８
北カフカーズ（ステップ） １２．５４ １３．１４ ８．００ ８．２１
南西シベリア ２１．０９ ２０．０７ ５．５４ ５．５１
白ロシア ７．２８ ７．２１ ３．８６ ３．９６
ウクライナ（ステップ） ９．７８ ９．４９ ７．８６ ７．６８
ウクライナ（森林ステップ） ５．１０ ５．２１ ３．５９ ３．５９

［表１４］農用地と播種面積
（農家１戸あたりの面積 デシャチナ）

（出所）Danilov（1988）, p.217.
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上記関係についてこの時期の最も重要な事実は，農家数が増加し続けてい

ること，そして他方ではふつう想定される「土地の不足そして／あるいは農

村における階層分解の加速」といった事態には立ち至っていないことであ

る５９）。ソ連のネップ期の農家数は２５００万戸といわれることが多い。ダニー

ロフは「表１２」に言及して，それは過大評価で実際には２４００万戸を超える

ことはなかっただろうと推定している６０）が，ここでは一応表に掲載した数値

をうけとっておく。農家数は１９２７年をピークにしてその後低下した。「１９２８

年は２４，６３２，９００戸，１９２９年２４，５２２，０００戸へと年率２％で減少した」６１）。「集

団化の直接的準備期」といわれる１９２８，１９２９年の特殊な事情を別にすれば，

ネップ期の農家数は旺盛な増加である。この増加をもたらした原因は人口の

増加によるというより，農家「世帯の分割」が活発におこなわれた結果と

いってよいだろう。ロシアでは長子相続は慣習とされず，ソ連の土地法典で

は「世帯の構成員全員が分与地と世帯の資産に対する持分に平等の権利」を

認めていた６２）。世帯分割が活発におこなわれている場合，そこでは土地の細

分化，したがって農業生産の規模の細分化が起きていて，その結果として小

規模で貧しい階層の農家が増大しているのではないかと想像されるのはふつ

うだろう。この点はどうなっていたのだろうか。表１３は農家数の増加と土

地（播種面積）の関係を端的に示したものである。土地は農家数の増大テン

５９）注：T．シャーニン（Teodor Shanin）は，農村における貧富の格差拡大による「二
極分化」という「一元論」的モデルで考えるよりも「ロシアの農民経営の社会経
済的なモビリティの現実の姿ははるかに複雑である」として，農村内部での一面的
な階層分解論を批判している。T. Shanin, Sotsial’no-ekonomicheskaia mobil’nost’
i istoriia sel’skoi Rossii 1905-1930 gg., Sovremennoe krest’ianovedenie i agrarnaia
istoriia Rossii v XX veke , Pod redaktsiei V.V.Babashkina, M.,2015. s.704.
なお，このシャーニンの著作をめぐっておこなわれた討論セミナー（２０００年開
催）で，ダニーロフは１９２０年代の社会学的研究によると，貧困状態の原因につ
いて「馬なし」の農民に尋ねたところ「馬なし」農民層はすでにその第二，もし
くは第三世代となっていることを紹介している。（Ibid., s.719.）ダニーロフは農
村内部の格差が固定化しつつあったと考えているかもしれない。もちろん，両者
とも当時スターリン指導部が流布した農村内部での「階級対立の激化」といった
議論が根拠薄弱であるとする点では同じ考えであった。

６０）Danilov（1988）,p.212.
６１）Ibid., p.218.
６２）Ibid., p.232.
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ポをかなり上回って増加した。階層別にどのような配分がなされたかの問題

は残るが全体として細分化，零細化は生じなかった。ロシア欧州部のデータ

によると，革命前の農家世帯当たりの分与地面積は１０．０８ヘクタールであっ

たが，１９２７年には１３．２３ヘクタールに増えた。また，１人当たりでみると革

命前の１．９８ヘクタールが２．６１ヘクタールに増えている６３）。ただし，これは

平均的な姿であって，農業のあり方の地域的な相違にも注目しておく必要が

ある。表１４をみると，一部地域では農用地，播種面積が減少している。例

えば，中央黒土，西部は農用地が減少したが土地不足に悩まされていて，こ

れが上で述べた一部地域での出稼ぎの急拡大と関連しているかもしれない。

ただ，ほとんどの地域で生産に結びつく播種面積が増加していたのは重要で

ある。

以上のように，ソ連の農民経営は１９２７年までは経営数も土地面積もとも

に増加しており，生産の零細化に向かうような状況にはなかった。経営数の

増加が主として世帯分割によるものだというのは，生産用具などが十分に

調っていないにもかかわらず若い世帯が分家独立を指向していることを示唆

する。手の労働がいぜんとして農耕の支配的労働様式である条件下では，若

さゆえに可能な勤倹力行は生産の拡大にとって重要な役割を果たしたであろ

う６４）。ただ，ピークの１９２７年には播種面積の増加率は１．９％，農家数の増加

率は１．４％であり，これは近々播種面積増加率が農家数のそれを下まわる可

能性をはらんでいた。そうなれば，生産上昇性をともなわない農家数の増加

は限界にぶつかり，農民の階層分解が加速されるような分岐点が近づいてい

たのかもしれない。しかし先に触れたように，１９２８年と１９２９年には農家総

数が減少に転じた。北カフカーズ，中ヴォルガ，シベリアといった穀物生産

地域ではいぜんとして世帯分割があり農家数は増えていたが，その増加率は

激減した。ダニーロフは次のような反語的な表現でこの事の成り行きを述べ

ている。「この可能性はけっして実体化することはなかった。たとえその理

６３）Ibid., p.215.
６４）Ibid., p.245.
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１９２４年の播種面積（デシャチナ） 総戸数
に占め
る割合

土地
なし -２ ２．１

-４
４．１
-６

６．１
-１０

１０．１
-１６

１６．１
-２５

２５
以上

［穀物消費地区］
世帯分割 ０．２ １．５ ３．４ ５．６ ８．７ ６．７ ２５．０ ― ２．５
婚姻による結合 １．２ ０．６ ０．３ ０．２ ０．３ ― ― ― ０．５
清算 ８．５ １．５ ０．８ ０．５ ０．６ ― ― ― １．４
一時的再定住 ５．１ １．４ ０．４ ０．２ ０．２ ― ― ― １．２
合計 １５．１ ５．１ ４．９ ６．６ ９．８ ６．７ ２５．０ ― ５．６
［穀物生産地区］
世帯分割 ０．４ １．０ ２．０ ３．６ ６．６ １０．８ １２．２ １２．０ ２．９
婚姻による結合 １．９ １．３ ０．６ ０．４ ０．３ ０．５ ０．６ ０．４ ０．８
清算 １０．８ ２．０ １．０ ０．８ ０．６ ０．４ ０．７ ０．４ １．４
一時的再定住 ６．２ ２．６ １．２ ０．８ ０．６ ０．５ ０．６ ０．４ １．５
合計 １９．５ ７．１ ５．０ ５．７ ８．３ １２．６ １４．４ １４．８ ６．８

［表１５］変動要因別でみた農家世帯の動向（１９２４-２５年）
（経営規模別グループにおける割合 ％）

（出所）Danilov（1988）, p.242より作成。
（注）変動要因の合計が「合計」欄の数値とあわない部分がいくつかある。原表には「結合と分
割」という変動要因は少数なので表に掲載していないという注釈が付されている。これが不突
合の原因かは定かではないが，訂正はおこなわずにそのまま掲載してある。

由が，集団化の行程が変化して何千という農民を都市に押し出すことになっ

て，それが世帯分割による農家戸数の増加を相殺しただけでもである」６５）。

１９２８年，１９２９年の事情についてはこの後で考察するが，農家数の増減を

規定する「変動要因」にはどのようなものがあって，それがどんな動向を示

しているのかをみてみよう。表１５「変動要因別でみた農家世帯の動向

（１９２４-２５年）」では，「世帯分割」，「（婚姻を通じた）結合」，「清算」，「一時

的再定住」という４つの要因が経営規模別にどのような比率で生起している

かを表示している（原表は６地域について示しているが，ここでは２地域だ

けにとどめた）。ここには常識的に想像されるのと変わらない結果が示され

ているといえよう。すなわち，土地なし層や貧農層と富裕な農民層という農

６５）Ibid., p.217.
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村の両極において大半の変動が生じていること，経営規模の小さい層では

「清算」，「一時的再定住」など経済的零落を主因とした農村・農業からの退

出が多く，したがって，農家数の減少に作用すること，富裕層ではもっぱら

「世帯分割」が変動の中心にあって，これは農家数の増加に作用するであろ

うということである。また「世帯分割」は，最少比率の土地なし層から最高

比率の富裕層まで見事といってよいほどの上昇線を描いている。こうした階

層分解の特徴は，もし農民経営の大量の「未利用」労働時間を解消するため

にダニーロフが指摘した（α）から（δ）まで４つの要因が緩やかにしか前

進しないとすれば（常識的には蓋然性が高い推論だ），変動要因にさらされ

ることの比較的少ない中農層が「ボリュームゾーン」を形成しつつ，ある種

の循環運動（世帯分割によって生み出された新たな若い「分家」世帯は経営

規模を縮小させるが，家族の拡大などを通じて漸次的に規模を拡大し中農，

富農へと上昇し，やがて世帯分割にいたる）をするだろう。また土地供給が

一定率で持続的になされるのであれば，循環は農家総数を増やす方向に進む

かもしれない。とはいえ，ダニーロフの指摘通り，事態はこのような想定と

は全く違う方向に動いた。

（３）「集団化の直接的準備期」の農民経営と出稼ぎ

これまで検討してきた１９２０年代（以下で考察する１９２８-２９年以前の時

期）の農民経営の特徴は出稼ぎとはどのような関係にあるといえるのだろう

か。全体的にみれば，農家総数約２５００万戸に対して毎年の出稼ぎ者（非農

業分野）は２８０-２９０万であり，単純平均でおよそ９戸に１人の出稼ぎを出

していたことになる。確かに農村に存在する大量の労働時間の「未利用残

高」をみれば，誰もが出稼ぎに出る可能性を有していたといえよう。しか

し，家計の構造や経営規模など農村の階層構造に着目すれば，出稼ぎを生存

のための不可欠の手段として迫られる部分と，生業としての農業経営の「戦

略」（馬匹や農機具の購入のための現金を稼ぐ）をもっていわば選択的に出

稼ぎにでる部分とに分かれるであろう。こうした想定は，平均して９戸に１
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人という「出稼ぎ率」に既に反映していると思われるし，工業化の加速化に

よる労働需要の高まりにつれてその出稼ぎ比率が上昇するにもかかわらず，

先の（α）から（δ）の要因が根本的な変化を遂げるまではなお有効であり

続けたであろう。

ところが，ソ連の農村を襲ったのはそうした「農民的成長」を邯鄲一炊の

夢のごとく微塵に吹き払うような大嵐であった。１９２７年に生じた穀物調達

危機を契機とするソ連権力の農村への一連の「攻勢」は，結果として，農村

における生業たる農業経営の主力をなす中農層が自己の経営の自立的発展に

絶望するような状況，すなわち小農経営の破壊をもたらした。このなかで，

都市に出て工業の需要に応じようとする出稼ぎが増えたことはもちろんだ

が，それは単に一時的な農民の「営業」ではなく，恒久的な離村，「農民の

農村から都市への移動（移住）」という様相を呈することになったといえよ

う。以下では，小農経営を破壊した全面的集団化が全力発進する直前のいわ

ば「先触れ」をなす，「集団化の直接的準備期」と称せられた１９２８-１９２９年

の変化をたどり，それが出稼ぎとどのような関係にあったかを考察しよう。

ダニーロフは出稼ぎの研究で，「１９２６-１９２７年の出稼ぎの動向が農民の出

稼ぎを『受け入れる』ところ，何よりも工業と建設における条件変化を反映

していたとすると，いま［１９２８-１９２９年］では『出てくる』ところ，つまり

直接農村においても条件が変化した。残念ながら，集団化前夜の農民の出稼

ぎ営業について，研究者は先行諸時期にはあったようなそれほど詳細なデー

タをもっていない」６６）と述べている。だが，十分なデータがないという問題

だけではなかっただろう。この研究が発表された当時（１９７４年）には仮に

資料があったとしても，そこへのアクセスもそれに基づいた自由な研究も厳

重な制約下におかれていた。こうした事情のためダニーロフの文章も「ぼか

し」がかかったようなところがみられる。そこは「アーカイヴス革命」後の

研究をふまえてできるだけ補整しなければならない。

１９２７年秋の穀物調達危機はソ連指導部を大きく震撼させた。それという

６６）Danilov（1974）, s.614.
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のも，すでに開始された工業化が必要とする食糧と輸出のための穀物が確保

できなくなり，それが挫折させられることを恐れたからであった。穀物調達

は本来市場的取引であり，農民が穀物を引き渡したがらなくなるとすれば，

その不調には原則的に経済的方法で対処すべきものであった。しかし，「農

民の要求に応える穀物供出価格の引上げ，穀物の緊急輸入による需給バラン

スの回復を工業化路線と両立しないとして拒否し，しかも市場操作に必要な

穀物備蓄を国家が保有しないとすれば，残された道は，市場的方法ではない

経済外的措置を例外的あるいは補完的に認めること」６７）であり，それが農民

との市場的結合を原則とするネップ路線の一時的中断としての「非常措置」

であった。確かに，党と政府の中央レベルでの公式的表明では「市場的方法

ではない経済外的措置」は「例外的あるいは補完的」な行使だとされたが，

地方そして農村の現場レベルでは早々と工業製品の大量送達など経済的方法

を補完する試みは事実において放棄され，今日の視点からは権力的で強制的

な農民からの穀物獲得というべき方法が導入されていた６８）。ここでは，非常

措置の全体に触れるのではなく，本稿の課題との関わりで「反クラーク的措

置」に焦点を当てながら出稼ぎの動向との関連を探る。

まずこの時期の出稼ぎの全般的動向を確認しよう。表１６をみると，１９２７／

２８年が前年に比べて全体でも，とくに農業への出稼ぎが大幅に増加してい

る。ダニーロフは「１９２７／２８年の増加は集計システムの変更の結果である

が，１９２８／２９年のそれは現実に生じている過程を証明するもの」としてい

る。１９２８／２９年の対前年比（１０９．６％）と同程度に１９２７／２８年も増加したと

みて，前出表１１に示される１９２６／２７年の出稼ぎ総数およそ３１４５千人から見

６７）溪内前掲書，３５頁。なお，穀物調達危機の背景については，さしあたりR.W.デ
イヴィス（荒田洋・奥田央訳）『社会主義的攻勢（上）』御茶の水書房，１９８１
年，５３-７４頁。および奥田央「農村におけるネップの終焉」（奥田央編『２０世紀
ロシア農民史』，社会評論社，２００６年），４０３-４０６頁などを参照のこと。

６８）奥田前掲論文は，供出すべき穀物を村へ計画として割りあてる「割当徴発」が出
現したと指摘している（４１０-４１２頁）。さらに，供出に圧力を加えるために，供
出に協力的でないものに対する「社会的な圧力，制裁，みせしめ」といったその
後常態化していく手法もすでにこれと軌を一にして出現している（４１５-４１８頁）。
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職 種

１９２７／２８年 １９２８／２９年

人数 構成比
（％）

対
１９２６／２７
年比（％）

人数 構成比
（％）

対
１９２７／２８＊

年比（％）

農業労働者 ５２６１６０ １３．３ １５４．６ ４１０８６４ ９．５ ７７．９
うち，牧童 ４２５４４ １．１ １９９．０ ４５３００ １．１ １０６．６
甜菜プランテーション労働者 １８２１１０ ４．６ １４４．４ １１８２３４ ２．７ ６４．９
穀物ソフホーズ労働者 ― ― ― ９１２８ ０．２ ―

雑役 ６８２６２９ １７．２ １０４．３ ４４３４９９ １０．２ ６４．９
建設労働者 ７５４３５０ １９．９ １３３．０ ９３６３１３ ２１．６ １２４．１
うち，大工 ３１１２６４ ７．９ １２６．４ ３８２３５６ ８．８ １２２．８
石工 １１７２３１ ３．０ １３１．４ １２１５３２ ２．８ １０３．７
土工 １１１６４６ ２．８ １８０．６ １３９７８１ ３．２ １２５．３
左官 ４５８３９ １．２ １３３．０ ５２７４８ １．２ １１５．１
ペンキ屋 ２７２７８ ０．７ １１１．１ ２６１９７ ０．６ ９６．０＊

暖炉師 ２３３１６ ０．６ １３９．６ ３４９２１ ０．８ １４９．８
屋根職人 ９１３２ ０．２ １５５．２ １０３５１ ０．３ １１４．３
コンクリート工 ８２４４ ０．２ １０３．６ １０９５９ ０．３ １３４．１
電気内装工 ― ― ― １７５１ ０．０ ―

木材調達及び浮送労働者 ８８９３５３ ２２．４ １５５．２ １４０９２３３ ３２．４ １５８．４
工場労働者及び手工業労働者 ３６６１２４ ８．４ １０３．６ ３４０７０２ ７．８ ９３．１
うち，服飾・製靴 １４３５８９ ３．６ １１９．５ １１８７０４ ２．７ ８２．６
金属労働者 ４２７３９ １．１ １０９．８ ４５４５５ １．１ １０６．６
木材加工労働者 ３６７３３ ０．９ １１０．１ ２２３５８ ０．５ ６１．０
皮革労働者 ２４７４８ ０．６ １４９．３ ２１８０３ ０．５ ８７．５
繊維労働者 １６０３３ ０．４ １１１．４ １４８０２ ０．３ ９２．５

鉱山労働者 １３１７４９ ３．３ ９６．８ １７４４９６ ４．０ １２２．８
泥炭労働者 １１５７１８ ２．９ ９２．４ １２７４９６ ２．９ １０９．８
運輸労働者 １４１０８９ ３．６ １１６．７ １７３４０１ ４．０ １２２．８
うち，馬車運送 ７８１１８ ２．０ １００．６ ６６５９８ １．５ ８５．３
漁業労働者 ４５４６５ １．１ ８１．３ ５８６４７ １．４ １２８．５
召使 ８１０７２ ２．１ １３６．６ ５７２５９ １．３ ７０．７
その他及び職種の示されぬ者 ２２９２３３ ５．８ ２１１７２７ ４．９ ９２．３

計 ３９６２９４２ １００．０ １２６．０ ４３４３２７１ １００．０ １０９．６

［表１６］職種別の出稼ぎ動向（１９２７／２８-１９２８／２９年）

（注）職種などの翻訳および原表の訂正については塩川に従った。*部分は今回訂正した。
（出所）Danilov（1974）, s.615．および塩川前掲『スターリン体制下の労働者階級』，７６頁。

「資本の本源的蓄積」とソ連／ロシア（下）-１ ２２３



かけ上は約８００千人が増加しているが，この半分ほどが１９２７／２８年の実質の

新規増加数だとみて大過ないとしている６９）。個々の項目についても算定対象

の変更などで動向が不明瞭になっている。農業，雑役，召使は算定対象を拡

大したために１９２７／２８年に急増し翌年に急減しているが，１９２８／２９年の数値

が正常な姿だとしている７０）。こうした点を踏まえて２年間の主要な変化を観

察すれば，出稼ぎ全体の増加の主な部分を担ったのは，建設，木材調達，鉱

山（石炭）など工業化の加速化と対応していると考えられる分野であり，当

然の変化方向だといえよう。ダニーロフは，建設業における雑役である「土

工」が連年にわたりかなり増加した（対前年比で１９２７／２８年が１８０．６％，

１９２８／２９年１２５．３％）ことに注目している７１）。すでに塩川７２）でも紹介されてい

るように，建設業の出稼ぎには「出身地の地域的集中性」という顕著な特質

がみられる。土工は主要職種の出身地が中央工業地帯に集中しているのに対

して穀物地区である下ヴォルガが２５％あまりを供給している。下ヴォルガ

からの供給が一層増大したことも考えられるが，職種が基本的には不熟練肉

体労働であることを踏まえると，非常措置のなかでクラークなど富農層から

「自己クラーク清算」などによって離村した者が含まれているかもしれない。

だが，こうした若干の職種の動向に注目すべき変化はあるとしても，この表

からだけでそれが農村での変化とどのように関連しているかを意味のある形

で読み取ることは難しい。

その点では，表１７からは印象的な動向がみえてくる。すなわち，この表

では，１９２９年にはすべての地域で富農層（原表では「小資本家層」）の出稼

ぎ比率が増加していることである。富農層は戸数として数パーセントなの

で，出稼ぎの絶対数としてはけっして多くはないだろう。しかし，このよう

な変化は「通常の条件下ではありえないもの」である。なんとなれば，「出

稼ぎの社会的構造は農村の階層分化によって規定されており，その直接の産

６９）Danilov（1974）, s.614,616.
７０）Ibid.
７１）Ibid.
７２）塩川前掲書，８０頁。
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物」だからであり，富農層が出稼ぎにでるという比率はその点で最小といえ

るものだったからだ。この富農層や中農層の一部での出稼ぎが激増したとい

う変化は，貧農と雇農の出稼ぎが他方で減ったのと並んで「集団化の直接的

準備期の特有な条件に完全に対応していた」という７３）。この「特有な条件」

とは直接にはすぐ後の文章で「第１５回党大会後のクラークへの攻勢の展開」

によってクラークの農業生産が縮小したことを指すのであろう。しかし，こ

７３）Danilov（1974）, s.618.

レニング
ラード州 西部州 モスクワ州 イワノヴォ

工業州
１９２７年 １９２９年 １９２７年 １９２９年 １９２７年 １９２９年 １９２７年 １９２９年

全 体 ２３．７ ２４．９ １８．０ ２６．３ ２６．２ ３１．９ ３１．３ ３０．６
雇 農 ５０．３ ３５．６ ４１．２ ３８．０ ６１．６ ５４．５ ５４．６ ４９．０
貧 農 ３０．５ ２９．３ ２３．９ ２９．２ ３１．０ ３２．８ ３７．８ ３３．５
中 農 １９．２ ２２．４ １４．６ ２４．７ ２２．５ ３０．４ ２７．８ ２９．０
富 農 ７．２ ９．５ ７．９ １６．１ ８．４ １２．９ ９．５ １４．９

中ヴォルガ州 下ヴォルガ州 北カフカーズ地方 シベリア地方
１９２７年 １９２９年 １９２７年 １９２９年 １９２７年 １９２９年 １９２７年 １９２９年

全 体 １１．０ １４．８ ８．２ １０．３ ０．６ ７．８ ７．１ ６．６
雇 農 ３１．０ ２８．０ ２０．６ ２３．９ ３．０ ２０．８ １３．４ １３．０
貧 農 １６．０ １６．２ １２．０ １５．７ １．０ １０．５ １１．６ ９．７
中 農 ６．９ １３．０ ５．１ ６．５ ０．２ ４．６ ５．４ ５．１
富 農 １．５ ８．６ ３．５ ４．５ ０．１ ４．６ ２．２ ２．５

ウクライナ
共和国

白ロシア
共和国

１９２７年 １９２９年 １９２７年 １９２９年
全 体 ９．５ １１．８ １６．７ １９．５
雇 農 ２５．９ ２２．８ ３５．８ １９．５
貧 農 １１．３ １４．２ ２７．０ ２４．０
中 農 ６．８ ９．８ １１．９ １７．７
富 農 ３．４ ５．７ ５．２ ８．２

［表１７］地域別非農業出稼ぎの動向
（農家数に占める割合％）

（出所）Danilov（1974）, s. 617.
（注）原表では農家の階層区分が，「プロレタリア」「半プロレタリア」「小商品生産者」「小資本
主義」となっているが書き換えてある。

「資本の本源的蓄積」とソ連／ロシア（下）-１ ２２５



こで当時の研究制約下ではダニーロフは説明を打ち切らざるをえなかったた

めに，クラークの弱体化と代わっての農村の下層部分が上昇するという状況

はどうして生じたのか，必ずしも分明ではない。むろん，ダニーロフが本来

示したかったのは，クラークに対する「攻勢」は農村内部の「階級闘争」が

必然的に生み出したものなどでは決してなく，権力によって穀物調達を遂行

するために外部から持ちこまれた政治的介入の産物だ，ということだったは

ずである。

「非常措置」に際してとられた施策はいくつかの要素がある７４）が，農民と

直接かかわるところでは，穀物供出を促すために農民の「有効需要」の削減

を意図しての課税その他の手段による「貨幣余剰」の収用であり，穀物調達

キャンペーンの強制的なテコとして投機禁止を定めた刑法第１０７条を農民の

供出行為へ適用するとしたことが重要な点だろう。これらの主要な標的とし

て見据えられていたのは農村の富裕層，クラークであったのは間違いない。

主な「余剰」貨幣収用措置７５）のうち，課税措置で特に重要なのが自己課税と

農業税だと思われるが，農村共同体の古くからの慣行である自己課税が全面

的集団化においてやがて果たす重要な役割についてはすでに述べたが，その

役割が最初に形をなしたのがこの非常措置の一環として適用されることを通

じてであった。

１９２８年の自己課税は，穀物調達における「反クラーク的措置」と同時並

行的に，クラークに高率の累進課税をおこなう「階級」的累進制の導入を目

指したが，当初共同体的「平等」に固執するクラークらの抵抗に遭ったとい

う。結局，農村外から派遣された全権代表の行政的抑圧的な介入（逮捕，罰

金，裁判による厳罰などの脅迫・実行をともなった）によって「階級原則」

は適用された。もちろん，それは共同体のスホードの民主的な合意形成が乱

７４）溪内前掲書，６４-６５頁。
７５）「農村向債券の発行と農民への「普及」，農業税未納分，保険，貸付金返済その他

の国家納付金の未払分の徴収，工業製品・農業機械の前払金，自己課税の賦課と
徴収（共同体の自治に委ねない「上からの」キャンペインとしての）」同書，６９
頁。
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暴に蹂躙された結果であった７６）。やがて１９２８年１１月には，この自己課税は

穀物調達と「一体化」することで調達の「新しい方法」となる。「『一体化』

とは，加重的自己課税が供出を拒む農民に対する社会的制裁（あるいは強

制）として作用したこと，自己課税が農村社会全体の穀物供出の（個別農民

経営を単位とする市場的方法に代わる）新しい（集団的）方法的枠組みを提

供したこと」であった７７）。そして１９２９年３月２０日の政治局決定において，

穀物調達の村別の計画が「市民の総会」すなわちスホードによって採択され

ること，そこでクラークには「社会的手順で」確定課題が賦課され，残余の

穀物量は農民の間に「自己義務の手順で」割り当てられるとされた。こうし

て「自己課税の方法」は穀物調達の計画を村落単位まで（したがって事実上

は各個別農家に）到達させる方法となり，調達はもはやネップの導入後に確

立された原則，すなわち「通常の売買の方法で，商業的に調達しなければな

ら［ない］」７８）にもとづくものではなくなった。この方式がさらに進んで単に

調達の方式であるばかりでなく，村ぐるみでの全面的集団化の方法に転成す

るのはもう間近であった。

次に，農業税の徴税とその結果について特徴点をみよう。１９２７／２８年度単

一農業税は，貧農層の免税対象の拡大，コルホーズに対する優遇の強化，富

裕層への課税強化を目的に定められた７９）。表１８から農業税の累進制がはっ

きりわかる。最下層（１５０ルーブルまで）の経営数は全体の３割以上だが課

７６）同書，７４-９２頁参照。共同体自治の蹂躙にかかわっては，「スホードは，共同体
の有権者の半分以上の出席で成立し，出席者の過半数で採択されれば，その決定
は，反対する少数者に対しても義務的となった。しかし，（中略）１９２８年１月７
日，ロシア共和国政府は，スホードが成立しなければ，２度目のスホードを招集
するものとし，任意の数でそれが成立するものとした。」（奥田前掲論文，４１９
頁。強調下線は原著者による。）

７７）溪内前掲書，３３５頁
７８）荒田洋「１９２０年代中葉の穀物調達問題」（溪内謙編著『ソヴィエト政治秩序の形

成過程─１９２０年代から３０年代へ─』岩波書店，１９８４年），９６頁。
７９）Ivnitskii, N. A.,Repressivnaia politika sovetskoi vlasti v derevne（１９２８-１９３３gg.）,

RAN.In-t ros.istorii,Universitet g. Toronto（Kanada）, M.,2000.s.15-16.（ページ数
はインターネットのPDFファイルのページ）https://www.e-reading.mobi/
bookreader.php/139350/Ivnickiii_-_Repressivnaya_politika_sovetskoii_vlasti_v_
derevne_1928-1933_gg.pdf（２０２１年９月７日アクセス確認）
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税額は約６％以下なのに対して，もっとも富裕な層（７００ルーブル以上）は

経営数１．８６％に対して課税額約１７％である。農民の相対的に富裕な２５％

が約６６％の課税額を負担することになる。累進的な課税であるばかりでな

く，重要なことは非常措置とともに徴収において行政的，力ずくで抑圧的な

手法が広く適用されるようになったことである。未納の農民に対して枕の類

いまでにいたる「資産目録」が作成され，通常クラーク層に用いられる個人

的手続きによる課税額の決定が中農や貧農にさえも及ぼされた。このときシ

ベリア全体で個人手続きによる課税対象者の６４％を貧農と中農が占めたと

いう８０）。１９２８／２９年にはこうした手法がさらに強化され，クラークへの課税

率が２５％から３０％に引き上げられ，富農層には追加税率が５-２５％の範囲

でかけられた。全部で８９０千戸の農家が一律のノルマにもとづくのではな

く，個別的手続きで課税額を決定される対象となった。この結果，１９２７年

には農家総数の３．９％，８９６千戸に達したクラーク経営が，１９２９年には

２．３％，６００千戸まで減少した。もちろん，この驚くような減少は課税負担

だけがその理由ではない。課税や規制を回避することが主たる目的とみられ

る富裕な層での世帯分割が活発となっていた（農業地域であるとともに反ク

ラーク政策が厳しかった北カフカーズ，シベリア，ウクライナで顕著だっ

８０）Ibid., s.10-11.

所得規模（１経営当たり
金額ルーブル）

全体に対する比率（％）

経営数 課税対象所得 課税総額

１５０まで ３３．１６ １２．７８ ５．８５
１５０～３００ ４１．４３ ３８．５５ ２７．１９
３００～５００ １９．４５ ３１．０５ ３３．５５
５００～７００ ４．１ １０．０６ １５．７１
７００以上 １．８６ ７．５６ １６．９８

１００ １００ １００

［表１８］１９２７／２８年度単一農業税

（出所）Ivnitskii, N. A. Repressivnaia politika sovetskoi vlasti v derevne（１９２８-１９３３
gg.）, M., 2000. s.10.
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た）。こうした動きは，経済的圧力だけではなく政治的圧力が日に日に強ま

ることから逃れようとして，家財，生産手段を売却して農業を廃業する「自

己クラーク清算」の一環でもあった８１）。これら全体が示すのは，農民の「余

剰」貨幣を吸収する措置は，国庫への大きな貨幣流入をもたらしたが，同時

に農村の富裕層の制限と零落の手段としても機能したことである８２）。端的に

こうした措置を「経済」政策の手段とみなすことはできない。行政的な収

奪，封建制的な苛斂誅求と形容すべきであった。このことは「主戦場」であ

る穀物調達で苛烈さの度合いを格段に高めた形であらわれた。

穀物調達を促進するために１９２８年初めに中央幹部が各地に派遣され，ス

ターリン自身シベリアに赴いた。そこで彼が提案したのがロシア共和国刑法

第１０７条を調達過程に適用することであった８３）。この条項は本来商業的な投

機の取締法であったが適用対象が拡大されて，スターリンの「穀物のすべて

の余剰を国家価格で即刻供出しないクラークは裁判にかけよ」という提案に

よって局面が大きく転換した。これによって，「公定価格での穀物の供出を

拒む農民（穀物の基本的保有者である中農）に対する強権発動（家宅捜索，

逮捕，没収など）に合法性の外被を与え，権力の恣意的空間（非常機関とそ

の出先としての全権代表の権力の無限的行使）を正当化」８４）することになっ

た。第１０７条は容赦なく適用され調達のテンポを上げたとされる。それが効

果をあげたのは「直接適用対象となった農民（「クラーク」）に穀物の供出を

強制したからでなく，穀物の基本的保有者である大多数の農民の間に絶大な

心理的威嚇効果を発揮したからであった」という８５）。とはいえ，それは純粋

な威嚇ではなかった。逮捕者が続出した。例えば，北カフカーズでは１９２８

年１-３月に３４２４人が裁判にかけられたが，そのうち２０００人以上が本来は

８１）Danilov（1988）, pp.252,257-258.
８２）Ivnitskii, op.cit., s.13.
８３）刑法第１０７条の問題は詳しくは溪内前掲書，９２-９９頁，またA．ノーヴ（石井，

奥田，村上ほか訳）『ソ連経済史』（岩波書店，１９８２年），１５８頁などを参照のこ
と。

８４）溪内同書，９７頁。
８５）同上。
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年
月

大規模デモ テロル ビラ・チラシ

１９２８ １９２９ １９３０ １９２８ １９２９ １９３０ １９２８ １９２９ １９３０

１ １０ ４２ １０２ ２１ ６４２ ８０８ ７０ ２４６ ４６０
２ １０ ２２ １０４８ ４８ ３２９ １３６８ ９０ １２９ ８２８
３ １１ ５５ ６５２８ ２３ ３５１ １８９５ ７２ ２２９ １１８１
４ ３６ １５９ １９９２ ３１ ２４７ ２０１３ ６６ ２３７ ８３８
５ １８５ １７９ １３７５ ５１ ５４６ １２１９ ６４ ２４２ ３９２
６ ２２５ ２４２ ８８５ ４３ ８５１ ７９６ ７４ ２２８ ２５３
７ ９３ ９５ ６１８ ７７ ４７４ ７６２ ６１ １２７ ２４５
８ ３１ ６９ ２５６ ７６ ７５７ ９２８ ４６ ８６ １５３
９ ２５ ７２ １５９ １０３ １１６７ ９４６ ３１ １３０ １０８
１０ ２５ １３９ ２７０ １３５ １８６４ １４４０ ５８ ２３０ ２０５
１１ ３３ １０８ １２９ ２１６ １２９５ ９５４ １０５ ２８６ ２８０
１２ ２５ １２５ ９１ ２０３ ５７０ ６６５ １０８ ２２８ ２１３

［表１９］農民の大規模行動件数（１９３１年３月１５日付OGPU極秘資料より）

（出所）Tragediia Sovetskoi derevni: Kollektivizatsiia i raskulachivanie. Dokumenty i
materialy Tom２, Noiabr’１９２９- dekabr’１９３０gg . M., 2000, Dokument No. 278, s. 787
-808.

適用外のはずの中農や貧農であった。この結果，北カフカーズは同年３月に

穀物調達の四半期計画を１０２％達成し，同年夏までに年間計画の９４％を達

成した。ソ連全体としても，２月は８０百万プード，１-３月の３ヶ月間で２７０

百万プードを集めて，１９２７／２８年度全体で６６０百万プード超となった。だ

が，これでも対前年比で５．３％不足した８６）。

非常措置の導入においては，直接的には穀物供出に応じようとしない「資

本家的農民」たるクラークに攻撃の照準が据えられた。とはいえ，都市部に

おける穀物供給の急迫に対処しなければならないという至上命題に規定され

て，現実の調達過程では行政的抑圧的な方法が濫用されてクラーク以外の全

８６）Ivnitskii, op.cit., s.19-20．さらに，中央黒土州タンボフの状況を活写したセルゲ
イ・エシコフ（梶川伸一訳）「穀物調達危機と中央黒土農村における社会政治情
勢（１９２７-２９年）」，奥田前掲編著『２０世紀ロシア農民史』所収，３８１-３８５頁を
参照のこと。
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農民階層にもその累が大規模に及ぶいわゆる「行き過ぎ（peregiby）と歪曲

（iskazheniia）」を必然的にともなうものだった８７）。このようなことの成り行

きが農民の間に抗議と抵抗を引き起こしたのは自然なことであったであろ

う。例えば，シベリアでは１９２８年に３３１件の「テロ攻撃」が記録され，そ

のうち穀物調達員（aktivisti）に対する殺人２０件，傷害などが６５件であっ

た。４-６月には１２件の大規模デモが報告されている８８）。また，非常措置と

不作とが重なってウクライナ，北カフカーズ，シベリア，ウラルといった穀

倉地帯の農村で深刻な食糧危機が伝えられており，４月１５日から５月１日

の間に各地で１４０件の騒擾事件が発生し，貧農や下層中農など３２．５千人の

参加したという８９）。こうした農民の騒擾事件がピークを迎えるのはなんと

いっても集団化期の１９３０-１９３１年であるが，１９２８年はそれがはっきりと姿

を現した最初の年であったろう（表１９参照）。

非常措置は指導部内での激しい対立をともなう政治的な危機をへて，１９２８

年７月の中央委員会総会でいったん「廃止」が決定される。しかし，１１月

に調達の急落が伝えられると，非常措置の新たな波が起こってくる。折し

も，同年１０月から開始されるはずの第１次五カ年計画がいまだ最終的に決

定されず，熱狂的な計画目標の上方修正が進められ，工業投資が加速してい

た。都市と工業の食糧事情は緊張の度を上げていた９０）。このなかで，「市場

的方法でも非常措置でもない『第三の調達方法』が模索されることに」な

８７）刑法第１０７条の適用は本来穀物を２０００プードないし３０００プードを保有するもの
で調達に応じようとしない者に適用されるはずであった。しかし，実際には「条
文の適用の「天井」は引き下げられ，タンボフ県ではそれを５００プードに引き下
げられたが，実際には２００プードないし３００プードを持つ者が裁かれた」（エシ
コフ前掲論文，３８２頁）。１プードは１６kgあまりなので，２０００プードは３万kg以
上すなわち３０トンを超える。

８８）Ivnitskii, op.cit., s.21.
８９）Ibid., s.22.
９０）「食糧用（ライ麦と小麦）について国家は前年と比べて明らかに調達不足であっ

た。パンを求めての長い行列，パン屋カウンターの破壊，行列でのけんかと押し
合いによって国は新しい年を迎えた。（中略）労働者は仕事を放棄して行列に並
んだ。労働規律は低下し，不満が増大した。」（Osokina, Elena, Za fasadom
“stalinskogo izobliia”: Raspredelenie i rynok v snabzhenii naseleniia v gody
industrializatsii.１９２７-１９４１. M.,ROSSPEN,1997.s.60.）
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総収穫高（千ツェントネル） 構成比（％）
１９２７年 １９２８年 １９２９年 １９２７年 １９２８年 １９２９年

ソフホーズ ７８３１ ８３８６ ９５５５ １．６ １．８ １．９
コルホーズ ４７０３ ７１７３ ２１３５９ １．０ １．５ ４．３
個人農 ４８０６６８ ４５８８５０ ４６３７４０ ９７．４ ９６．７ ９３．８

うち，面積１７．６ha以上 ５０２５６ ３９９０７ ２８８４０ １０．２ ８．４ ５．８
合計 ４９３２０２ ４７４１３９ ４９４６５４ １００ １００ １００

［表２１］経営形態別穀物生産高の変化

（出所）Ivnitskii, op.cit., s.40.

播種面積（千ha） 構成比（％）
１９２７年 １９２８年 １９２９年 １９２７年 １９２８年 １９２９年

ソフホーズ ６５４ ７００．９ ９７０．１ １．０ １．１ １．５
コルホーズ ５３４．７ ８４１．１ ２７２９．１ ０．９ １．３ ４．１
個人農 ６２２６６．１ ６１５９０．５ ６２２６１．３ ９８．１ ９７．６ ９４．４

うち，面積１７．６ha以上 ８１６７．９ ６３４６．４ ４７０４．８ １２．９ １０．１ ７．１
合計 ６３４５４．８ ６１１３２．５ ６５９６０．５ １００ １００ １００

［表２０］経営形態別播種面積の変化

（出所）Ivnitskii, op.cit., s.39.

り，その到達点が「ウラル・シベリア方式」という穀物調達方法の導入で

あった９１）。この方式がやがて党内の反対を排除して，調達過程で全面的に適

用される「方法の精錬」をへて「１９２９年秋に国民的運動の様相を呈する農

業集団化の方法的枠組」９２）を設定するものとなる。そうした集団化の枠組と

本質については，すでに前節３の「（２）集団化と「小農民経営」の破壊」で

述べたのでここでは繰り返さない。

（４）「クラークへの攻勢」の結果と農民経営

こうした非常措置に揺さぶられた２年ほどの間に農村と農民経営はどのよ

うに変貌したのであろうか。ここでは若干のデータによって概観しておく。

この時期の最も新しい特徴は少なくとも表面的には，いわゆる社会化部門

９１）溪内前掲書，３１２頁。
９２）溪内同書，３１３頁。
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あるいは「社会主義」部門，すなわちソフホーズ，コルホーズが登場したこ

とである（表２０参照）。「（２）ネップ期の農民経営の動向」で述べたように

１９２８，１９２９年には農家数が減少した。ダニーロフの研究によると９３），ロシア

共和国の場合，この農家数の減少と他方でのコルホーズへの加入数がほぼ釣

り合っている。地域的な特徴という点では，ロシアの農業地域とウクライナ

では貧農・雇農層の比重が低下した（ロシア全体で３-４％）。ただし，ロシ

ア内部の消費地区（北西部，中央工業地帯，北東部）では貧農層は工業や木

材調達業と関連が深く，コルホーズにはそれほど向かわせなかったようだ。

地域的な特性にはこれ以上の言及は避けることにして，全体をまとめる

と，１９２７-１９２９年には，貧農層でのコルホーズ加入の増加や世帯の（婚姻を

通じた）合体，清算と再定住をつうじて，ロシアの農家数は７．１％ほど減少

した。この時期のソフホーズとコルホーズの特徴をごく簡単にいえば，ソフ

ホーズの土地はおもに未開墾地の開拓による（開拓には個人の資力をこえる

投資が必要）が，コルホーズのそれは農民分与地を「社会化」することで成

立したことである。コルホーズすなわち集団農場は一般にその社会化水準の

違いからトーズ（土地共同耕作組合），アルテリ，コムーナの３類型に分け

られる。全面的集団化によって最終的に定まったのは，土地と主たる家畜を

社会化するアルテリ型であったが，この当時は登記の書類上はともかく，主

として耕作を共同でおこなうだけの単純な「ゆるい」トーズ型が１９２９年夏

までにコルホーズの６０．２％に達していた９４）。また，この時期はコルホーズ

加入を促進するために，コルホーズ員には大きな課税上の特恵が与えられた

（むろんこのような「優遇」は全面的集団化以降は全く消滅するのだが）。

１９２７／２８年の単一農業税ではコルホーズ員の農家の口数当たりで２０-２５％の

減税が講じられ，コルホーズの総額では４８-５０％の減額となった９５）。基本的

に貧農が主体でこうした特恵を与えられて存立しているコルホーズがどのよ

９３）Danilov（1988）, pp.254-5.
９４）Ibid., p.299.
９５）Ivnitskii, op.cit., s.10.
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うな社会主義的な先進性を示したのか。表２０および表２１にもとづいて播種

面積の増加率と穀物生産高の増加率を比較検討してみよう。すると，コル

ホーズは播種面積では１９２９年に対前年比３．２４倍増加したが，生産高は

２．９７倍にとどまっている。他方，個人農は播種面積１０％増加，生産高もほ

ぼ同じ１０％増加であった。すなわち，個人農は生産性を維持したまま面積

を拡大したが，コルホーズは播種面積の増加にもかかわらず生産効率をむし

ろ低下させたということである。当時のコルホーズは，貧農層が自己の零落

を食い止めるために「協同化」したのであり効率は二の次だということはあ

るかもしれない。だが，それはとりもなおさず，この当時にあってすなわち

先に言及したダニーロフが農業の過剰人口を解決するために必要だと示した

（α）から（δ）の要因が十分に成熟していない段階，すなわち，集団化のた

めの物質的技術的基礎がほとんど据えられていない段階での農業の「協同

化」の客観的限界を如実に示していた。

役畜（頭数） 牝牛（頭数）
１９２７年 １９２９年 １９２７年 １９２９年

雇 農 ０．２ ０．３ ０．５ ０．５
貧 農 ０．４ ０．６ ０．７ ０．７
中 農 １．２ １．２ １．３ １．２
クラーク １．９ １．６ ２．０ １．７

［表２３］経営あたりの家畜保有の変化

（出所）Ivnitskii, Ibid., s.41.

抽出された
農家数

構成比
（％）

経営あたりの播種面積＊

１９２７年 １９２９年
雇 農 ４８５１５ ９．０ １．４ １．９
貧 農 １２２５４５ ２２．７ ２．４ ２．８
中 農 ３４９５１０ ６４．６ ４．８ ４．８
クラーク ２０２９７ ３．７ ７．９ ６．８
計 ５４０８６７ １００ ― ―

［表２２］経営階層別播種面積の変化

（*）引用元には単位の明示がない。haもしくはデシャチナ（＝１．０９ha）でも大きな違いはない。
（出所）Ivnitskii, op.cit., s.40.
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上述の新しい農業形態が「成長」している以外では，農業の主要な指標に

はっきりと現れている変化といえば，ただクラークの退潮ということだけ

だった。農業動態センサスにもとづく播種面積（表２２）でも，家畜保有

（表２３）でもそれは明らかだが，生産資産額の変化をみるとクラークの「一

人負け」状態である（表２４）。非常措置で激しさを増した「クラークへの攻

勢」の結果があらわれたものだろう。もちろん，これらの指標の動向をやや

詳しくみれば，大づかみで穀物地域と消費地域での地域差も相当ある。ク

ラークの１経営当たり播種面積の減少は，穀物地域でより大きく，北カフ

カーズで２５．７％，ウクライナ１６％，シベリア１５．５％，中ヴォルガ１２-１５％

であった。これに対して，消費地区での減少は幾分ゆっくりと進んだ９６）。家

畜については，数値はわずかなようにみえるが中農においても牝牛の保有頭

数が減少した。これは課税負担が強まったこと，集団化運動の進展のなかで

富農・中農層の間で「家畜の社会化」に対する懸念が高まり売却や屠殺が進

んだとされる９７）。１９２９年春から秋にかけて，中ヴォルガでは家畜頭数が８２０

千頭減り，下ヴォルガは３１００千頭の減少だった９８）。このあとの全面的集団

化の過程で，とくに１９３０年秋から１９３３年夏にかけてソ連指導部は，穀物調

達と同じような過酷さで家畜の調達そしてコルホーズへの社会化を推進し

９６）Ibid., s.40-41.
９７）Ibid., s.41.
９８）Ibid．

平均生産資産額（ルーブル） 変化率（％）
（１９２９年／１９２７年）１９２７年 １９２９年

雇 農 ９１．５ １５９．７ ＋７４．５
貧 農 １６９．５ ２６１．６ ＋５４．３
中 農 ６２４．５ ６２６．０ ＋０．２
クラーク １６０２．２ １２５９．９ －２１．４

［表２４］経営あたりの生産資産額の変化

（出所）Ivnitskii, op.cit., s.42.
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た。これによって，１９３３年は１９２８年と比べて畜牛と豚は半分に，羊は３分

の１に減少した。前代未聞の低下であり，ソ連は１９１４年水準を１９５８年まで

回復できないほどのダメージをうけることになった９９）。事の発端は非常措置

にあるといえるだろう。

しかし，ソ連農村のこうした階層間の変化だけに目を奪われてはならな

い。これは農村をめぐって生じつつあった変化の一断面にすぎない。何より

も，クラークや富裕層の「退潮」は「経済的な」作用によるのではなく，国

家権力の暴力的介入によって「政治的に」つくりだされたものである。同時

に，表面的には「反クラーク的措置」であっても，それはネップの根幹をな

す農民との市場的結合を深く侵害せざるをえない。穀物調達は「危機」に対

する緊急措置として市場的な取引関係という「方法」を一時的に停止させら

れたのではなく，全面的集団化過程で明らかになったように「国家的な義

務」の遂行に転換させられるのである（スターリンは封建制時代の語を用い

て，農民は工業化のために「貢租（dan’）」を支払わなければならないと

いった）。すなわち，ソ連の農民は非常措置を契機として，自己の生産物の

処分権を事実上奪われて小商品生産者としての道を閉ざされつつあったので

ある。それでもなお，農民（その基幹をなす中農層はむしろその比重を強め

つつあった）は自分が耕す土地と飼養する家畜が現実に自己の手もとにある

うちは自己の生活と一体化した生業である「小農経営」を放棄して，農村を

離れて都市に移住して工業で労働者として生きるなどという「展望」は思い

描かなかったであろう。その意味で，工業化が加速して労働需要が急増して

いるのは，自己の経営のために「ひと稼ぎ」する機会が増加すると捉えられ

たにとどまり，エクソダスのような奔流をそれだけで生み出すことはありえ

ない。ダニーロフがこの時期すなわち「集団化の直接準備期」の出稼ぎの状

況を，「１９２８-１９２９年の出稼ぎの増大はかくしてたんなる農業過剰人口の結

果であるばかりでなく，複雑かつ相矛盾する作用を及ぼすような一連のその

９９）Davies, R. W., Wheatcroft, Stephen G., The Years of Hunger: Soviet Agriculture,
１９３１-１９３３, Basingstoke and New York, 2004, p.326.
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他の要因の結果でもあった」１００）としているのは，このような意図を込めてい

たのかもしれない。

（うえの・かつお／経済学部准教授／２０２１年１０月４日受理）

１００）Danilov（1974）, s.619.
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The Primitive Accumulation of Capital and the
Experiences of the Soviet Industrialization. Part 2（1）

UENO Katsuo

In the Soviet Union, during the period of Stalinist industrialization and
collectivization of agriculture, large numbers of peasants from rural areas
migrated to cities. This occurred on a scale that can be likened to the
Exodus. Sheila Fitzpatrick pointed out that this was a very similar
phenomenon to what Marx described in his “Primitive Accumulation
Theory of Capital” in Capital and raised the “paradox” that Soviet
collectivization not only drove the peasants to kolkhoz, but also drove them
out of the countryside. The “paradox of collectivization” arose from the fact
that collectivization, on the basis of Marx’s theory, destroyed by force the
“small peasant management” that had traditionally been the mode of life
and livelihood for the peasantry. The collectivization of agriculture was
enforced by treating the wealthy peasant class of diligent farmers in the
village as “enemies of socialism” and by using the bare violence of the state
as leverage for the “extermination of the kulaks as a class. According to V.
P. Danilov’s research, prior to collectivization, the rural society in the NEP
period was undergoing its own changes with contradictions and difficulties.
Although the number of peasants migrating to the cities and industry was
increasing, the structure was not designed to meet immediately the
demand for labor from industrialization, which was rapidly changing gears.
The massive supply of labor was created only when the “small peasant
business” was thoroughly destroyed by forced collectivization with violent
leverage.
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